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再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 
（第２回） 

 
日時 平成30年１月24日（水）9：00～12：30 

場所 経済産業省 本館17階１～３共用会議室 

 

○山崎新エネルギー課長 

 それでは、チャイムが鳴りましたので、定刻になりましたので、ただいまより「総合資

源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会電力・ガス事業分科会再生可能エ

ネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」の第２回会合を開催させていただ

きます。 

 委員の皆様方におかれましては、朝早くご多忙のところご出席いただきまして、まこと

にありがとうございます。 

 また、本日も関係業界、関係機関の方々にオブザーバーとしてご参加いただいておりま

す。 

 オブザーバーのご紹介につきましては、時間の関係上、お手元に配付させていただいて

おります委員等名簿の配付をもってかえさせていただきたく存じます。よろしくお願いい

たします。 

 それでは、山地委員長、よろしくお願いいたします。 

 

○山地委員長 

 それでは、第２回の会合を始めたいと思います。 

 前回は、本小委員会で議論する論点の全体について広く委員の皆さんからご意見をいた

だきました。 

 事務局に対して、前回の会合で皆さんからいただいた意見を踏まえて、今後の議論に向

けてそれぞれの論点をまた改めて整理していただくということをお願いしておりました。 

 今日ですけれども、前回申し上げましたと思いますが、２つありまして、コネクト＆マ

ネージを中心に「系統制約の緩和に向けた対応」、その次に「ＦＩＴ発電事業の適正化」、

事業環境の話で規制のリバランスという話がありましたが、その部分の２つのご議論をい

ただきたいと思います。 

 では、まず事務局から本日の資料の確認をお願いいたします。 

○山崎新エネルギー課長 

 お手元に配付させていただいています資料でございます。 

 議事次第、委員等名簿、座席表に続きまして、本日は資料が５つございます。 

 まず資料１といたしまして、本日ご議論いただきたい論点を全体像の中で示した資料、

資料２といたしまして、系統制約の緩和に向けた対応についての資料、資料３といたしま
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して電力広域的運営推進機関、佐藤オブザーバーのご説明資料、資料４といたしまして東

京電力パワーグリッド株式会社、岡本オブザーバーのご説明資料、資料５といたしまして

ＦＩＴ発電事業の適正化、こちら事務局資料、以上、５点でございます。 

○山地委員長 

 資料はよろしゅうございますでしょうか。 

 では、プレスの撮影をされている方は、ここまでということでお願いします。傍聴は可

能ですので、引き続き傍聴される方はご着席いただきたいと思います。 

 では、早速議事に入りたいと思いますけれども、まずは、今日議論いただく内容の大き

な枠を事務局から説明していただいて、それから１つ目の議題であるところの「系統制約

の緩和に向けた対応」について議論を行いたいと思います。 

 事務局から資料１と２のご説明をお願いいたします。 

○曳野電ガ部電力基盤整備課長兼省新部制度審議室長 

 それでは、まずお手元の資料１をごらんください。「本日御議論いただきたい論点」と

いうことでまとめております。 

 これは前回の事務局資料の中に少し追記をしたものですけれども、全体大きく分けると

５つの論点のうち、本日は「系統制約」の部分、「既存系統の空きを最大限活用する柔軟

な運用」について、この議論と、それから「事業環境」に関しまして「規制のリバラン

ス」、これは廃棄対策を含めて、この議論をいただければというふうに考えております。 

 それでは、まず「系統制約の緩和に向けた対応」につきまして、資料２に基づいてご説

明をさせていただきます。 

 まず、この系統制約関係の議論の全体像として準備をさせていただいておりますので、

資料２の２ページをごらんください。 

 議論の全体像ということで、この１枚にまとめております。 

 まず前提といたしまして、再生可能エネルギーの発電事業者の方々を中心とした最近の

声・指摘ということを集約いたしますと、「つなげない」、それから「高い」「遅い」と、

この３つに集約されるのではないかというふうに認識をしております。 

 それぞれにつきまして、まず「つなげない」という問題については、「送電線の平均利

用率が10％未満でもつなげない」というようなご指摘もあるところでございますが、実態

といたしましては、まず送電容量があいているということについては、もともとこれは停

電を防止するために一定の余裕というのが必要な実態がございます。 

 これは、まず平均ではなくてピークで評価をする必要があり、また単純な２回線の場合

には、停電時にもう一回線のほうでバックアップをするということですので、50％が上限

になるという、こういう前提がまず技術的にはございます。 

 それから、接続に必要な負担ということでございますけれども、欧州の多くの国につき

ましても、日本と同様に、発電事業者の一部特定負担というものが制度上はございまして、

こちらは我が国と同じような考えでございます。これはモラルハザード、あるいは極めて



3 

高額の系統の整備、ひいては国民負担の膨張を防止するために、大半の国は一般負担と特

定負担のハイブリッドを採用しているという実態がございます。 

 それから、接続に要する時間が長過ぎるということについては、増強工事、用地取得に

は一定の時間というものは必要でございますので、例えばドイツは、まさに再生可能エネ

ルギーに積極的に入っておりますけれども、こちらでも工事の遅れで南北間の送電線が容

量不足になり、むしろ近隣国経由でループ潮流が非常に発生しているというような実態が

ございます。 

 こうした実態はございますけれども、全体としてやれることは最大限入れていく必要が

あるだろうと。そのためには、海外のベストプラクティスも積極的に導入しつつ、送配電

事業者とも、どうしても現状、発電事業者と送配電事業者の間での個別ケースごとに対応

がなされて、その中で、きちんと情報が透明性を持って開示されているのかというような

声も多数いただいているところでございますので、ルールに基づく系統の開放というのを

進めていく必要があるのではないかと。それに基づいて事業の予見性を向上していくとい

うことが、まず基本的な考え方として必要なのではないかというので、ここでまとめてお

ります。 

 本日ご議論いただきたい論点、ここでは基本的な枠組みとして「５つの柱」ということ

で書いてございますが、こういう考え方で過不足がないかどうかも含めて、まさに今日ご

議論いただければと思いますが、まず「つなげない」ということについては、実際に予約

分なども含めれば、現に利用されていない送電枠というのがございますので、この「すき

間」のさらなる活用をしていくという意味での「日本版コネクト＆マネージ」を進めてい

くということ。 

 それから、費用面につきましては、まず、先ほど「一部特定負担」と申し上げましたけ

れども、そうした中での発電事業者の費用負担のあり方の見直し、それから初期と全体の

中の費用負担、事業の期間も含めた全体の中での平準化ということも論点ではないかとい

うことであります。 

 それから、そもそも全体のコストを総額として削減することを徹底していく必要がある

のではないかということで、接続費用のコストを検証し、また送配電事業者に関しての託

送制度の改革もここでは視野に入ってくるのではないかということでございます。 

 右側、接続に要する時間に関しましては、手続の迅速化ということで、標準処理期間等

を明確にしつつ、情報の公開・開示の徹底によりまして、発電事業者も事業の予見性を向

上していくというアプローチをここでは整理させていただいております。 

 こうした基本的な視座をもとに、実際のルール化、あるいは個別の紛争処理システムの

構築などを関係機関の役割分担のもと進めていってはどうかということでございます。 

 ４ページ以降は、これまでの議論、前回の議論をまとめております。 

 ４ページが基本的な考え方の資料、それから５ページ目が系統接続における現状の先着

優先の考え方の説明、それから６ページは先ほど申し上げた、50％というのが通常の運用



4 

の上限になっておりますということの、前回もご提示しております資料でございます。 

 それから、７ページが日本版コネクト＆マネージということで、これは広域機関での現

状の説明資料でございます。後ほど佐藤理事のほうから詳細のご説明があると思います。 

 ８ページ目は、昨年７月の大量導入研究会での論点整理の関係部分の抜粋でございます。 

 次に、10ページをごらんください。 

 まず海外の状況ということで、10ページは系統の日欧比較をまとめたものでございます。 

 日本の系統は「くし型系統」ということで、地域ごとの独立性が比較的高いということ

に対して、欧州は「メッシュ型」でございますので、欧州全体で１つの送電網を形成して

いるということで、ヨーロッパのほうが相対的にさまざまなルートがございますので混雑

がしにくいという一方で、我が国についてはボトルネックとなる場所で混雑がしやすいと

いうことで、これは逆に地域間の地震や台風などのリスクというのは、この地域内でとど

まるという面ではプラスでございますけれども、また、そこで地域間の連系線の量を管理

するということで、ここの計算自身は相対的には単純になるかと思いますけれども、逆に

日本のほうは電力の特性上、１カ所の混雑が全体に影響するという面がございます。 

 次に、11ページをごらんいただければと思います。 

 「諸外国における再エネの系統接続に関する制度について」ということで、１枚にまと

めております。 

 ここでは日本と同様に島国で、再生可能エネルギーが３割以上現状で導入されているイ

ギリス、それからアイルランド、それから大陸でございますけれどもドイツということで、

この４カ国の比較をしてございます。 

 優先接続、優先給電、それから出力制御の補償ということで、各国それぞれのがござい

ますけれども、日本ではまだコネクト＆マネージという、まさにノンファームの契約とい

ったものは、それぞれの国全て導入されておりますが、我が国では今はまだ導入がされて

いないということで、まさに検討課題という状況にございます。 

 他方で、この資料の２つ目のポツに書いてございますが、混雑処理を行う諸外国におい

ても、瞬時に正確な制御が不可欠であるという意味でのＮ－１電制を前提とした設備形成

というものは全体としてはできていないということでございまして、これは日本がこの制

度とか仕組みを入れていくということになりますと、世界の中でもかなり難易度の高いこ

とに技術的には挑戦していく必要があろうかということでございます。 

 12ページ以降は、12～15までがイギリスのコネクト＆マネージ、あるいは出力制御のル

ールをまとめたものでございます。 

 時間の関係もございますので詳細は省かせていただきますが、14ページ、15ページあた

りで、優先給電ルールが存在しない中でのメリットオーダーで出力を制御し、イギリスの

場合は出力制御補償がございますので、15ページに書いてございますが、故意に補償金を

多く受け取ろうとする事業者もあらわれているということで、規制当局であるOfgemがこ

れに対する監視の強化をしているという状況にございます。 
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 それから、アイルランドにつきましては、Non-Firm Accessということで、このケースに

おきましては、系統の増強が完了するまでの間、このケースではNon-Firm契約という形で

の契約をしているということでございまして、17ページにございますが、需給バランスに

よる制約については補償がないということでございまして、系統混雑です。個別のローカ

ルのそれぞれの系統について、理由による出力制御が行われる場合には、Firm電源につい

ては補償があり、Non-Firm電源については補償がないということでございます。 

 19ページ以降がドイツの例でございます。 

 ドイツの場合には、優先接続ルールがあるといったことが特徴的でございます。ただし、

経済的に不合理な場合には接続の義務を負わないというような整理になってございます。 

 また、優先給電ルール、これは日本と同様でございますが、仮に出力制御が行われた場

合には、これは系統全体の需給バランスの制約であれば、出力制御に対する補償はござい

ませんが、系統混雑の場合には出力制御に対する補償があるという状況でございます。 

 他方で、22ページにちょっとまとめてございますが、ドイツ東部、これは旧東ドイツの

地域になりますが、この地域における系統の利用率がこちらホームページに公開されてお

りますので、ここでご紹介させていただきますけれども、実際には系統利用率は50％を下

回っているというような状況で、これは他国も含めて電気が流れているという状況ですの

で、全体の需給制約を理由とした出力制御というのは、現状においては行われていないと

いう状況にございます。 

 これは昨年の４月30日に再エネの発電量がドイツ国内の電力消費量に占める100％を超

えたというようなタイミングですので、非常に再エネが増えたタイミングでも、実際の系

統の利用率はこの程度であるということでございます。 

 24ページでございます。 

 こちらは、今後の方向性としての１つの案として整理をしたもので、本日このページも

ご議論いただければと思います。 

 この後、広域機関のほうから、これまでの既存系統の最大限の活用に向けた検討の状況

についてご報告いただきますけれども、昨年の研究会での論点整理においても整理をされ

ております日本版コネクト＆マネージの仕組みの具体化については、まずは早期に実現し

ていくことが必要ではないかと考えられます。 

 具体的には、まずは想定潮流の合理化、それからＮ－１電制の部分的適用など、関係者

間での課題に関する調整が済んでいる、ないしはもう終わろうとしているというようなも

のについては、来年度、2018年度早期からの適用も含めて着実に実現することが必要では

ないかと考えられます。 

 また、既存系統の最大限の活用のために、ヨーロッパの先進事例の取り組みも参考とし

ながら、このＮ－１電制を本格的に適用すること、あるいはノンファーム型の接続といっ

たことも含めて、さらなる取り組みの検討を進めていく必要があろうかと考えられます。 

 こちらにつきましては、基本的な方向性、まさに今日議論いただく論点については、国
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─まあ、この小委員会などで行っていただくとともに、技術的な内容を含む詳細な検討

については広域機関という形での大きな役割分担のもとで行うということとしてはどうか

と考えております。 

 大きく分けますと、25ページに３つのカテゴリーがあるのではないかということでござ

いまして、まず１番目が空き容量の算定という部分でありまして、この下の図で言います

と①の部分になります。太陽光が非常に最大の出力を発揮するというか、最大出力になる

タイミングは、必ずしも風がビュービュー吹いている日ではないということでもあります

ので、その合成出力を合理的に考えていくと。 

 プラス、火力につきましては、そのタイミングでは必ずしも最大出力で動いているとは

限りませんので、こうした全体の実態に近い想定を入れることによって、運用容量の中で

も圧縮を図っていくというのがまず１つ目でございまして、こちらにつきましては今技術

的な検討がかなり進んでいるというふうに理解しておりますので、早期に実施をしていけ

ればということでございます。 

 ②でございますが、これはＮ－１電制でございます。 

 仮に運用容量で、落雷などで緊急時用に確保している枠に送電が切りかわるタイミング

がございますけれども、こうしたときに全ての電源が切りかわるということですと、全部

の緊急時の枠が必要になりますが、制御することで発電が全部切りかわるわけではなくて、

一部とめることができれば、緊急時用の枠に確保する部分がその分減少するということに

なりますので、緊急時用の枠を圧縮することができるのではないかということでございま

す。 

 もちろん、その瞬間に需要が落ちるわけではございませんので、別のルートから発電を

送電するということが必要になりますので、その代替の発電に対する制御という部分も必

要になってまいりますので、こちらにつきましては、そうした技術的な課題について解決

をしていくということは必要かと思いますけれども、できるものから実施に移していけれ

ばということでございます。 

 この際に実際に電源制御をつける発電機が仮に社会的に、例えば大規模な設備に、既存

の設備も含めてつけたほうが社会的なコストは減るかもしれないという議論は当然あるか

と思いますけれども、そうしますと、その場合の費用負担のあり方、あるいは制御の際の

費用負担のあり方と、こういったものが論点になってくるのではないかということでござ

います。 

 ３つ目が出力制御前提での接続ということで、言いかえればノンファームということで

ございますが、例えば太陽光は昼間しか発電をしませんので、夜間での送電を行う。もし

くは、曇っている日の発電は行うと。 

 あるいは今予約をしている電源についての、まだ実際に稼働する間の電源については稼

働を可能にするということのルールというのも整備をしていくべきではないかということ

でございます。これは、かなり技術的な検討が必要ではないかという論点でございます。 
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 具体的には26ページでの広域機関の検討状況ということで、まずは想定潮流の合理化は

本格適用ということでございますが、その他についてはさまざまな論点を詰める必要があ

るということでございます。 

 27ページからは、既存設備の有効活用。先ほどのそれぞれの合成値での発電についての

説明が27ページ、28ページが内外価格差に関しての、これは系統関係以外の風力、風車に

関しての内外価格差比較、それから29ページが工事費負担金の全体の分布をまとめてござ

いまして、全体の７割が20年の買取期間で見れば、１ｋＷｈ当たり１円以下の負担に現状

相当しているということでございます。 

 それから、30ページが系統増強とコスト関係のイメージということで、これは上位系統

の増強、あるいは変電所の増強がある場合には、工事費が非常に高額になってしまうケー

スございますが、その場合に先行者が辞退すると、必要な費用がその後に大幅に減額され

るようなケースもございます。 

 それから、31ページが発電事業者の系統費用負担についてまとめたものでございまして、

多くの国が一部を発電事業者負担となっているのが実態でございます。 

 それから、33ページをごらんください。系統アクセス業務の改善に関する論点でござい

ます。 

 33ページは、共同負担のいわゆる募集プロセスのルール化でございます。これは詳細説

明は省かせていただきます。 

 34ページですけれども、これは改善の状況でございますが、今共同負担について開札を

した後に、工事費負担金の─入札後の辞退者が発生しますと再度入札をしないといけな

いということで、いわゆる無限ループというのが起きておりまして、こちらについて負担

可能上限額の申告を求めることで、このループをなくすような対応をしているということ

でございます。 

 35ページが「効率的な系統アクセス業務に向けて」ということですが、このプロセスに

ついては、ここは東北を書いておりますけれども、こうしたプロセスについての進め方自

身、改革をしていくべき点があるんじゃないかということで検討課題ではないかというこ

とで、例えば36ページでございますが、これは接続検討依頼です。海外の事例などですと、

例えば年に２回、定期的に受け入れるといった制度も存在しておりまして、途中からいろ

いろ、系統の状況に応じて都度都度変えていくということで非効率な面をむしろ改善され

るケースもあるのではないかということでございます。 

 次に、38ページをごらんください。 

 こちらは「工事の長期化に伴う分割払いニーズへの対応」ということで、現状、送配電

等業務指針の中では、仮に工事が長期にわたる場合には支払い条件の変更について、つま

り一括払いではない形でのお支払いについて協議を求めることができるとございますが、

どのような場合に分割払いが必要となるか必ずしも明確でございませんので、こちらを明

確化する検討を進めてはどうか。これは発電事業者の負担軽減にも繋がっていくんではな
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いかということでございます。 

 39ページといたしまして、その他の長期化への対応策といたしましては、事業者みずか

らがＳＰＣ、送配電事業者のライセンスを取って工事を実施したり、あるいは暫定連系を

可能とするような方策、または人材、これは電工さんの人材を最大限有効に活用していた

だくための事業者間での工夫といったようなことも考えられるところでございます。 

 41ページをごらんください。 

 こちらは「長期間運開しない案件への対応」ということで、転売目的などで単に系統容

量を確保しているだけの案件というのがあれば、これは他の発電事業者への連系の妨げに

なっている恐れもございますので、こちらにつきましては、この委員会でもご指摘いただ

きましたけれども、現在調査を実施中でございます。 

 次に、43ページをごらんください。 

 こちらは「情報公開・開示の基本的な考え方」ですけれども、発電事業の収益性を適切

に評価して、投資判断と円滑なファイナンスを可能とするというためには、出力制御量の

予見性を高めることが必要であるというふうに考えられますが、まずは送配電事業者等が

基礎となる情報を公開・開示して、それをもとに発電事業者が、あるいはコンサルタント

の方が見通しについてのシミュレーションを行うという形での役割・責任分担の見直しを

していくべきではないかという論点でございます。 

 その際に重要な点は、必要な情報については発電事業者側の情報も必要となるというこ

とでございまして、これは競争情報であるということでもございますので、これはどのよ

うな形で、どういうふうに開示をしていくか。 

 場合によっては、ここでは情報公開というふうに、一般の者に対して広く公開するもの

と、それから「開示」と書いてありますが、例えば事業者の方に対して目的外利用を禁止

した形で開示をするというようなアプローチも考えられるんではないかということで示さ

せていただいております。 

 それから、若干海外の事例を見ても、セキュリティ上の理由から、最近、特に送配電の

情報などにつきましては開示範囲を狭めているというような実態もあるというふうに認識

をしておりまして、どこまで、こうした社会的な利益とリスクのバランスをどう考えてい

くかということも論点かと考えております。 

 44ページから46ページ目は、系統情報公開ガイドライン等のこれまでの取り組みをまと

めたものですので、説明は割愛させていただきます。 

 48ページ目が「トップランナー水準での情報公開・開示」ということで、具体的には、

現状、一般送配電事業者の中でも非常に開示が細かく進んでいる会社と、必ずしも同等で

はない会社がございますので、その中でのトップランナーの水準に合わせた情報公開、あ

るいは開示を進めるということが必要じゃないかということ。 

 それから、次の49ページでございますが、こちらは事務局、あるいは広域機関からの調

査の結果といたしまして、非常に今情報公開されているんだけれども、そのやり方を改善
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してほしいというような声を多数いただいておりまして、象徴的な例といたしましては、

月ベースの情報について、次の月になると前の月の情報がホームページから削除されてし

まうというようなご指摘もいただいておりまして、こうしたものは既に公開されているも

のですので、バックナンバーを重ねていくというような、こういうベストプラクティス

─まあ、当たり前のことかもしれませんけれども、こういう対応をしていくということ

が必要ではないかということでございます。場合によっては、必要に応じて審議会等の場

で定期的にフォローアップをしていくべきではないかということでございます。 

 最後、51ページでございます。 

 これはシミュレーションの必要な情報のうちの送電容量の制約に関しての論点でござい

ますが、こちらは先ほど申し上げたとおり、発電事業者の情報についてどこまで開示を求

められるのかというところ、あるいは求めていくのかということかもしれませんが、ここ

が論点かというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 関連して、日本版コネクト＆マネージの検討を行っていただいている広域機関から資料

３が出ております。 

 オブザーバーとして参加の佐藤さんから資料３の説明をお願いいたします。 

○佐藤オブザーバー 

 では、資料３でご説明をさせていただきます。 

 開いていただきまして、２ページでそもそも論を書かせていただきました。 

 先ほど曳野課長からもご説明がございましたが、私どもの機関で広域系統整備委員会と

いうのを設けまして、そこで何度かご議論いただいたものを、今日ご説明をさせていただ

ければと思います。 

 それと、３つ目の四角ですが、前回、本小委員会でもご指摘がございましたが、グロー

バルスタンダードを俯瞰しつつ、欧米では実施していない取組であっても、こうすれば実

現できるという視点で日本独自の「日本版コネクト＆マネージ」の実現に向けた検討を行

いたいと思っております。何が日本独自のところかというのも後ほどご説明をさせていた

だければと思います。 

 あと４つ目の四角ですが、これも曳野課長からもございましたが、相当時間がかかるも

のもございますが、すぐにできるものもなくはないと思っておりますので、実効性があっ

て早期適用可能な取り組みについては、きちんと議論して先行実施をしていくことが重要

だというふうに考えております。 

 それでは、具体的に何かということなんですが、さらにまたそもそも論があって恐縮な

んですが、４ページ、５ページ、６ページで、これも先ほど曳野課長からちょっとご説明

がございましたが、送電設備利用率に関しても、この後ともちょっと関係がありますので、
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私からも少し触れさせていただきたいと思います。 

 ５ページに書いてありますが、100万ｋＷの２回線の送電線があったとき、きっちり出

力100万ｋＷ太陽光発電設備がつながったとき、そのとき設備利用率がどうなるかという

ことなんですが、100万にきちっと100万を繋げたとしても、先ほど曳野課長から説明があ

ったように、Ｎ－１ということを考えて、２回線の場合１回線しか使っていませんから

50％を超えるということはないということであります。 

 それだけじゃなくて、当たり前ですけれども、これは設備利用率、例えば東北におきま

しては、太陽光設備利用率は大体14％と言われていますので、これを掛けなきゃいけない。

そうすると、100万の２回線の送電線があって、きっちり100万ｋＷ太陽光発電設備をつけ

たとしても、設備利用率が年間14％だったら、１回線しか使っていないので、それに２分

の１を掛けて７％にしかならないということであります。 

 なので、設備利用量で非常に低いと見ても、しっかり全部使っている可能性もあるとい

うことでもありますし、たまたま設備利用率が低い発電設備の場合というのは、年間設備

利用率はますます低くなるというのは、これは数字として厳然たる事実ということであり

ます。 

 これが１つのインプリケーションであります。 

 ただ、さらに２つ政策的なインプリケーションがあると思っておりまして、では、２回

線で本当に２つ目は絶対使えないのかということであります。使えたら、これは倍にも３

倍にもなる可能性があるわけでありますから、もう一つの回線を本当にあらゆる場合使え

ないのかどうかということを考えるというところで、先ほど曳野課長からもありましたＮ

－１電制といったことにつながるということであります。 

 あともう一つ、１回線しか使えないとしても設備利用率が14％、つまり夜とかは太陽光

でありましたら完全に空いているわけですから、本当にその空いているところって使わな

いのか、ということ。空いているところを使うということが、これもまたご説明させてい

ただき、ノンファームということで、やはり設備利用率の数字というのも、そういう意味

では非常に重要であるかというふうには思っております。 

 それでは、７ページ以降で、実際に今後何をやるかということをご説明させていただき

たいというふうに思っております。 

 まず一番最初、８ページ、９ページに書いてありますが、想定潮流の合理化であります。

これはどういうことかというのを１度説明させていただければと思います。11ページです。 

 何を合理化するかということなんですが、これは皆様ご案内のように、どれぐらい新た

にアクセスできるかというと、空いているところということであります。 

 じゃ、どれぐらい容量にあきがあるかというので計算するときに、今までは最も厳しい

場合、じゃ、最も厳しい場合というのはどういうことかということですけれども、既存の

電源設備が完全に動いていて、かつ需要が最も小さいというとき、それが最も過酷な断面

ですが、それで考えていたということであります。 
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 つまり、火力設備だと、普通めったに動かないような石油火力も動いていると。大体、

普通石油火力が動いているようなときというのは、今日みたいに非常に寒い日とか、真夏

の非常に暑いときでありますが、ただ、需要は最小と見ると。まあ、ほとんどそういう場

合はないと思いますが、そういう計算をすると、当然アクセス量は小さくなるということ

であります。 

 ということがありますので、実際の局面で需要と電源出力の差が最大になる断面はどう

かということを一つ一つ見まして、その中で実際にあいているのがどれぐらいかというの

を見てくれというのが想定潮流の合理化であります。 

 これは、現行でも、このような考え方でアクセス検討してくれというのはお願いしてお

ります。事実、12ページ、これは東北電力さんがプレゼンをされた資料でありますが、連

系可能量、最初募集容量が280万ｋＷということでありましたが、想定潮流の合理化も含

めて、12ページのところで、Ｐ９のところの「合理的な設備形成を考慮した上で」という

ところで、「想定潮流の合理化等に向けた取り組みの考え方を最大限適用」というふうに

書いてありますが、ということも含めて、連系可能量が280万ｋＷから大幅にふえたとい

うふうに承知をしております。これは、このまま続けさせていただきたいと思います。 

 それでは次、14ページ以降、15ページ、「日本版コネクト＆マネージ」のＮ－１電制の

ご説明をさせていただきたいと思います。 

 これは、電源設備につきましては、Ｎ個設備があったら、１つ壊れたとしても停電にな

らないようにするというのが、これは日本だけではなくて、グローバルな電源の実際の運

用であります。 

 だから、ほとんどの電線は２つあるということ、２回線なので、そうすると１個故障し

てもいいということで、２つある場合は１つにしか流さないということであります。 

 それで、Ｎ－１電制は何かというと、そうすると、これも先ほど曳野課長からご説明が

ございましたが、もう一回線あいているところに、故障した場合とか何らか事故があった

場合、瞬時にとめれば、そうすると全停にはならないということで、これができないかと

いうことであります。 

 そして、16ページであります。 

 では、そうすると、こういう電源線を最大に使っているような、例えば欧米ではこうい

うことはやって潮流がすごく流れているのかというと、そういうこともなくて、先ほど申

しましたように、Ｎ－１基準は欧米でも相当厳しく守られているということでありました。 

 Ｎ－１電制を日本でやるべく、検討を広域系統整備委員会でしていただいたときも、委

員から「欧米が信頼度基準で実施していないことに日本で踏み込んでも大丈夫か」という

ご指摘も現にいただきました。 

 ただ、しかしながら、17ページを見ていただいて、これは先ほど曳野課長からのご説明

の資料２の９ページに出ていますが、やはり欧州と日本、そもそも送電線系統のつくり方

が違うということもございます。つまり、欧米に関しては、先ほど説明がございましたが、
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全体がメッシュでつながっているので重要ということでありますが、日本に関しましては

基幹系統がくし型につながっているということで、基幹系統に地内線というのがぶら下が

っているという形で、欧米と比べて、どこもかしこも重要ということではないということ

であります。 

 そうなりますと、Ｎ－１電制、基幹系統でないところでやれば、電源制限が失敗したと

しても全体に影響を与えるとか、全体に影響を与えて、その結果停電になってしまうとい

うことがないので、日本独自のループとかメッシュでないという設備形成をうまく捉えて

Ｎ－１電制をやっていくということであります。 

 ということで、これはまさに欧米でやっていなくても、日本の設備形成に合わせてアク

セスをふやしていくということで、日本独自の新たな設備形成基準の「日本版コネクト＆

マネージ」というふうに真面目な意味で言えるというふうに思います。これは17ページの

３つ目の四角で、自画自賛的に書かせていただきました。 

 それとあともう一つ、でも基幹系統でＮ－１電制をやらないと、せっかくこれをやった

としても、小さな地線のところばかりだったら効かないんじゃないかというご指摘もござ

います。 

 それで、これも先ほど曳野課長からの説明がございましたが、広域機関で今まで電源の

募集プロセスをやらせていただきました。そのうち35件で、先ほど申しました東北募集プ

ロセスの１件以外は全てループ基幹でないところが工事対象となっておりますので、この

Ｎ－１電制を入れた場合、この募集プロセスのような比較的大きなところでも、必ずＮ－

１電制が十分に入ったらアクセス量がふえるのではないかというふうに思っております。 

 ただ、もちろん問題点もありまして─まあ、問題点というか、これから考えなければ

ならない課題があるのも確かであります。これも曳野課長からございましたが。例えば、

では今度新しく、１回線全部使い切っている状況で、もう一つのところに新規を入れる場

合、電制を新規に入ってくるところを対象にして、何かで事故等があってＮ－１電制をす

るとき、新規の方が全部不利益を受けるというので全部のコンセンサスがあれば、これは

簡単にできると思いますが、これも先ほど曳野さんから話があったように、それだと運用

ができないといった問題があって、既設の電源にＮ－１電制をつけるときは、だったら突

然そんなことを言われたって、では、何か問題があったときはちゃんと補償してくれるん

ですかという問題になりますから、そうすると、その補償額は一体どれぐらい払わなきゃ

いけないのかという基準をかなりきちんと決めないと、Ｎ－１電制を受ける人がご納得し

ないであろうということであります。 

 あとさらに、そうすると、その場合、何らかの機会費用の逸失した場合、お支払いをし

なきゃいけないということになりますと、ほかの既存とか新規の人が誰に割り振るかとい

うことがあります。新規の人が全部払うというのであれば、新規の人が納得する水準であ

ればいいと思いますが、既存の人も含めてみんなで分けるということになると、突然負担

が来るわけですから、一体どういうふうに分けるんだと。新規の人が半分払うとか、それ
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とも全部ｋＷごとに分けるのかとか、いろんなことがありますので、どういうふうにする

のかということで負担割合、誰に負担をするのか、どれぐらいにするのか、どういうふう

に分けるのかという問題がＮ－１電制をやる場合も出てくるので、それを決めたいという

ふうに思っております。 

 ただ、もちろん、先ほど申し上げましたように、新規の電源の方だけが負担をして、そ

の人にＮ－１電制をかけるというのならばすぐにはできると思いますが、そうでない場合

は幾つか考えなきゃいけない課題があるということであります。 

 課題は19ページ、18ページ等に書いてありますが、ちょっと飛ばさせていただきます。 

 それと、ノンファーム型接続、23ページということであります。これは、潮流があいて

いるところにどれぐらい入れるかということであります。具体的には24ページに書かせて

いただきました。 

 ファーム型接続はノンファーム型接続よりも系統上優先されるものであり、ノンファー

ム型電源はファーム型電源で運用されるすき間の空き容量で運転されるものであるという

定義と承知しております。 

 ということもあるので、計画策定後にスポット取引などファーム型電源の発電計画変更

により個別系統の空き容量が変わる場合は、ノンファーム型接続の定義を踏まえると、ノ

ンファーム型電源は抑制されることになります。 

 あとすごく大きな問題は、これも先ほど曳野課長からご説明がありましたが、まず電源

の設備上、系統が空くところでノンファームが入るということでありますが、そうじゃな

くて、需要面、つまり下げ代不足でなったような場合というのは電源をとめていくことに

なるわけですが、これも先ほどいろいろな説明がございましたが、優先給電ルールにより

ますと、我が国におきましては火力電源のほうが再生可能エネルギーよりも最初に止める

ということであります。 

 ところで、では、ノンファーム型の再生可能エネルギーが入った場合というのは、出力

不足のときというのは、優先給電ルールが例えば適用されるのかどうか。つまり、ファー

ムの火力よりも最初に止めるかどうかといったような問題も考える必要がございます。 

 これをどうするかというのは、まさにこれから考えるんだと思いますが、海外の状況も

踏まえつつ、例えばアイルランドはここにあるように、ノンファーム再生エネルギーより

もファームの火力が先に抑制されているということでありますから、こういったことも踏

まえて考えていくということであります。 

 あともちろん、マージナルコストがゼロの再エネをとめるというのは社会的に問題もあ

るということならば、火力は止めるんだけれども再エネのほうから補償するとか、いろい

ろな方式はあると思いますので、そういった議論が必要であって、これを解決しないとな

かなか前に進まないところもあるのではないかと思っております。 

 こういったことを今後も私どもの機関、先ほど申しました広域系統整備委員会等でご議

論いただきたいというふうに思っております。 
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 それで、28ページのところ、最後でございますが、こういったことを中心に考えていき

たいと思っておりますが、これまでやってこなかったようなこと、例えば28ページの一番

下の「広域機関の取組と検討」の下のところで、一応日本で制度的にはやっていない再給

電といったようなことも再エネの増加のためには検討する必要があるのではないかと考え

ておりますので、今後これにこだわらず、さまざまな検討を種々の面から行いたいという

ふうに思っております。 

 一番最後、30ページでありますが、最初に書いて、言わせていただきましたように、早

期適用可能な取組について、全部整った後というよりも、できることからやっていきたい

というふうに思っております。 

 以上です。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きになりますが、オブザーバーの岡本さんから提出されている資料４

に移りたいと思います。 

 資料４は、前回の議論で圓尾委員からだったと思うんですが、出力制御の予見性を高め

るためにどういう情報が必要なのか、送配電事業者も再エネ事業者も研究していると思う

ので、この委員会で披露していただきたいというご発言がありました。 

 それに対して今回、東京電力パワーグリッドの岡本オブザーバーにお願いして、この資

料４を出していただいたということでございます。 

 ご説明をよろしくお願いいたします。 

○岡本オブザーバー 

 ありがとうございます。東京電力パワーグリッドの岡本でございます。 

 お手元の資料４をごらんください。 

 時間もございますので頭のほうは省かせていただきます。 

 全体、目次に書いておりますけれども、適切な情報開示というか、公開というか、そう

いったことが必要だというお話があるんですけれども、冒頭曳野課長にもご説明いただい

たような役割分担ということが重要かと思っていまして、それにかかわるところをちょっ

とご説明しまして、４ページは、今現状私どもグリッドが抱えている課題ということで、

需要が減少過程に入っていくのではないかということと、それから分散型の電源がふえて

いく、低炭素化がふえていくという、先ほど来、曳野課長、佐藤理事からもご説明があり

ましたけれども、実は稼働率の低い電源を入れるためにネットワークを増強していくと、

ますます稼働率が低くなると、こういう課題があるというふうに思っておりまして、我々

から見ますと新規投資の流通設備が低稼働化していくということから、この維持費用、あ

るいは投資の回収を困難化していくということにちょっと問題意識を持っております。 

 ５ページ目以降、情報の扱いといいますか、考え方について今回少し整理しております

のでご説明させていただきたいと思いますけれども、まず５ページ目にございますのは、
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今アンバンドリングということで、発電、それから販売という部門と、いわゆる流通、送

配電事業者についての役割分担ができてきているということで、例えば計画で言いますと、

発電設備の投資については、これはバランスグループということで「ＢＧ」と書いていま

すけれども、いわゆる発電事業者様がみずからその計画をされてリスクの評価もされてい

くということなんですけれども、今回、系統の制約を考慮しなければいけないということ

が１つの課題になってくるということで書かせていただいています。 

 それから、送配電を扱っています送配電事業者側からしますと、従来は発送一貫の会社

が発電の計画をつくり、それにあわせて流通の計画もつくっておりましたけれども、ここ

は送配が需要と発電で、発電側は市場で決まってくるというふうに理解しておりますけれ

ども、これを想定しまして流通設備を計画しますので、これは将来の想定に不確実性とい

いますか、みずからコントロールしていない部分かなり多いということなので、これを考

慮しながら効率的に設備をつくっていくというやり方が課題になってきているということ

です。 

 それから、運用の断面ですと、発電側の出力については、いわゆる市場のゲートクロー

ズの前までは市場が決めていて、ゲートクローズの後は一般送配電が市場で調達した資源

を活用して需給バランスの維持と混雑処理をミニマムコストで実施という考えになるとい

うことでございます。 

 そういったところも踏まえまして、６ページ目に役割分担を少し書かせていただいてい

ます。今申し上げたことを、もう一回言い直しているところがありますけれども、左側に

発電事業者さん、それから右側に送配電事業者ということで書いていますけれども、いわ

ゆるゲートクローズ前後の運用について、基本的には発電事業者さんというのは経済性に

基づいて発電をされ、投資、あるいは維持をするかどうかということについては、これは

市場の収益を想定して事業性を判断されています。 

 そのときに市場といいますか、需要動向がどうかとか、他社の電源がどうかということ

を見ながら、収益がどのぐらい減る可能性があるかというリスクの評価をされていますけ

れども、その一環として系統の制約ということがビジネスに影響が出てくるということで、

これは評価していただく必要があるんですけれども、そこの評価できるに足る情報が開示

されているかということが課題になるんだろうというふうに思います。 

 それから、右側に送配電事業者のほうを書いてございますけれども、これはゲートクロ

ーズ後の運用ということで、基本的には需給バランスの維持、それから混雑処理というの

をさせていただくと。それから、送配電設備の投資と維持管理をさせていただく。 

 それから、私どもの行動原理と申しますと、やはり公平性・透明性を確保させていただ

くということと、それから、これからは特に課題になってくると思っておりますけれども、

投資に対して、あるいはかかった費用に対して確実に回収させていただきたいというふう

に思っております。できるだけ予見性を持って行動をしていただけるように適切な情報開

示に努めるということも、そこに関係してくるというふうに思っております。 
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 ７ページ目は、先ほど曳野課長からご説明があったことを我々なりにもう一回書いてい

るところがありますけれども、実際に発電事業者様の立場に立って実際に我々が検討して

みると、こういう情報が必要ではないかということをちょっと自分たちでやってみたとい

うことでありまして、具体的にこういったものがあれば、先ほど来申しておりますように、

発電事業者さん側でいわゆるリスクの評価ですとか、収益性の評価ができるだろうという

ものをちょっと考えている。 

 送配電事業から見ますと、実は確実なデータと不確実なデータがあるということで、特

に確実なデータというのは、実績については、これはもう実績の値を出していくというこ

とですので、これは確実なんですけれども、今後の投資が、ネットワークの投資がどうな

るかとか、あるいは作業停止の計画も出させていただいていますけれども、いずれ３年後

も出させていただく形になるんですけれども、やはり先の話になると不確定性が多いとい

う部分もございますので、情報を公開したり開示しても、お伝えした情報について、投資

とか作業停止計画と変わる可能性がありますので、その結果について送配電事業者側では

責任を負えないという部分が実際にはあります。 

 それから、発電事業者さん側で、実際には電源と需要の想定を入れていただかないと、

ネットワークの線路の情報だけでは実際にシミュレーションができないということがあり

まして、電源需要の想定を足していただいて、全部のデータがそろうとシミュレーション

ができるということで、この事業の運営ができると。 

 これをさらに具体的に申しますと、８ページをめくっていただきたいんですけれども、

実は既に公開中のデータがネットワークについてございます。 

 広域機関さんのページで、例えば９ページ目に、これは弊社のエリアの何とか送電線の

どこからどこへのネットワークの潮流がこんなことになっていて、運用容量はこういった

数値であるということが、基本的には上位２電圧のネットワークについては、既に広域機

関さんのほうで集約されて、これを公開されておられます。 

 これでかなりの部分をカバーするんですけれども、これプラス何があると実際にシミュ

レーションできるかということで検討いたしましたところ、既に公開中の部分に加えて、

右側の「シミュレーションに必要なデータ」というのを追加する必要があるというふうに

私ども思っています。 

 ９ページ目の絵をちょっとごらんいただきたいんですけれども、丸が実は変電所であり

まして、現状ここの変電所からどういう需要があったかと、その変電所でどういう需要が

あったかという数字は実はこの図ではないので、需要のデータというのを入れないといけ

ないということ。 

 あと下のほうに四角がありますけれども、あるいは上のほうに四角がいっぱいあるんで

すけれども、これは実は発電所のマークでして、ここの部分については、これは競争情報

ということもありますので、ここの数字はこの絵には入っていません。ただ、それがない

と、実際には計算はできないということでありますので、丸の中の変電所の需要について
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は、私どもネットワーク側から、ある想定で出すことはできますけれども、長期の想定に

なると、実はこれは出させていただいていますけれども、当然エラーもあるという前提に

なりますけれども、そういったものが出すことができますけれども、四角については現状、

ここは見えない状態になっている。 

 ここが入ってきて、実績と計画が、電源に関するデータが入ってきて、あと需要につい

ても─まあ、トレンドです。今後の想定をすると思いますので、トレンドの実績をやっ

て、あとネットワーク側だと、15万Ｖ以上の電圧の階級で実はループになっている可能性

がありまして、ここの系統の構成と送電線の潮流と変圧器、電源線といったところ、それ

から、ここに新たな送電線が投資されて建設されるとか、作業がいつ頃までかかるといっ

たような情報を追加してやりますと、私どもで確認しておりますけれども、これだけのデ

ータがあると、実は発電事業者さんのほうで事業性、あるいはリスクの検討はできると。

どういったときに出力の抑制がかかる可能性があるかというのは、精度よくシミュレーシ

ョンができるというふうには認識しております。 

 課題となりますのは、上の電源に関するデータというところになってくるのかなという

ふうに認識しています。 

 10ページ目をちょっとごらんいただければと思いますが、ここに今申し上げたものを全

部やっていくとシミュレーションができますというフローで、何をどこに入れて、どうい

うふうにやるとできるかというのをフロー図で書いておりまして、私ども実はアメリカの

事業者ともちょっと意見交換したところ、現実にはこれでシミュレーションを、同様のシ

ミュレーションを発電事業者さんがやったり、あるいはコンサルティング会社がこれをや

っているということで、実際にこういった形の情報開示と一定の発電計画に対する推定が

必要で、何がしかそれに係る情報が出ているということだと思いますけれども、それを使

うと、こういったシミュレーションが、実際に技術的にはできて、これは欧米でも同様な

ことがやられているということが確認できているということでございます。 

 時間がもう大分経っていますので、この関係で、今のネットワークのシミュレーション

の関係が実はこの後の話に非常にきいてくるところがありまして、コネクト＆マネージを

する、あるいは系統の増強をするといった場合の、結局、社会的な便益というのを、費用

対便益のシミュレーションをしないと、これは増強すべきとかしないといった判断がなか

なかできないところがありまして、12ページにそういった費用対便益の分析はこんな形で

通常やるんじゃないかということをちょっと書いています。また、先ほど来申し上げてい

ますように、一般送配電としましては、投資インセンティブが必要で、要は確実な費用回

収ができるということが必要だと思うんですけれども、その前提でこういった社会的に効

果の高いと思われる設備の増強をしていきたいというふうに思います。 

 先ほど来申し上げましたシミュレーションというのが、実はその基礎になってきまして、

そのデータを使って費用対便益の実際の計算はできるということになりますので、ここは

情報開示の話と表裏一体ということでお話をさせていただきました。 
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 ちょっと長くなりました。以上でございます。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 資料１から４まで連続して説明していただきました。これから質疑応答及び自由討議と

いうことにさせていただきたいと思います。 

 いつもやっておりますけれども、ご発言をご希望の方はネームプレートを立てて意思表

示をしていただきたいと思います。 

 まず江崎委員、どうぞ。 

○江崎委員 

 どうもありがとうございます。 

 何点かございます。 

 まず最初に、情報に関しての公開と開示というところで、今回は開示という概念をかな

り強調していただいているのは、大変重要なことだと思います。 

 実は昨日も内閣府のＳＩＰのほうでも、情報がちゃんと使われるということに関しては、

当然ながら安全保障を含めた観点での、誰がどの目的で使うかということをしっかりと把

握した上での情報の提供、それから二次配布に関するところができないと極めて問題が発

生するというようなところを踏まえた上での情報の交換が必要であるということを認識し

ておりまして、今回「開示」ということを書いていただいたのは大変重要な観点だと思い

ます。 

 もう一点、実は昨日も出てきたのは、情報を集中型でなきゃいけないというふうにする

と、それができるまでの制約は非常に大きくなりますので、基本的には情報の集中型では

なくて相対での契約の形での情報が交換できるということにすると、先ほど岡本オブザー

バーがおっしゃったようなシミュレーションが安全な形でできるようになるというような

ことが出てくるので非常に重要ではないかというふうに思いますし、今回これが出された

のは大変重要ではないかというふうに思います。 

 それから、２点目ですけれども、最初の資料２の２ページのところで、ルールに基づく

系統の開放という大前提のお話がございますが、それに向けてコネクト＆マネージではす

き間の資源を有効利用しようというお話ではございますが、多分もう一つ先にあるのは、

岡本さんの資料の中にもありますけれども、いわゆる送電設備に関しての全体の有効利用

という意味においては、スペース等の資源─まあ、資源全体をどういうふうに使うこと

ができるかというような情報の整理ができると、これは前回の勉強会でもちょっとお話し

しましたけれども、インターネットのときに行った、いわゆる情報通信インフラに関して

の利用権と所有権をある意味分離をすると。 

 特にドミナントキャリアに関しての所有している人が利用権を公平なルールに基づいて

開放するという施策で、実はあれ実現したわけですけれども、短期的には当然ながら今の

送電設備のすき間がどのぐらいあるかということでの情報のお話だと思いますが、もう一
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つ先を少し見ると、資源全体に対してのお話、つまり新規事業者が事業を行うためにドミ

ナントキャリアが持っている資源に対しての利用をルールに基づいて可能にするというと

ころを考えるのは多分非常に重要なところになるのではないかというふうに考えられます。 

 それからもう一つ、ノンファーム電源のお話に関して言いますと、特に私、実はデータ

センターとかをお手伝いしていると、自分で結構コジェネの施設があるというプレーヤー

に関して言うと、ノンファームの電源で非常に安価に電源を買うことができるようになれ

ば非常に有利だというか、お互いのメリットが入ってくるというところが実は認識されて

います。 

 それから、特にデータセンター、あるいはほかのところでもあるのは、段階的に使用す

る電源容量が増加するということが大体わかっているというような場合に関して、つまり

例えば、設備開所したときにはほとんど電力使わないんですけれども、段階的に容量がふ

えていくというようなお話が、送電側とのお話が上手にできていくと、これは予見しなが

ら施設の管理ができていくというところの可能性が実はかなり出てきますので、そういう

プレーヤーがだんだんと出てくるということを誘導できるような情報の交換とシミュレー

ションが可能な環境にするということにすると、新しいプレーヤーとより効率的な投資と、

その回収のシミュレーションとユーザーが協調していくという形が多分できるんではない

かと思いますので、ぜひそういう観点も入れながら、この情報の開示と共有とシミュレー

ションという形をやっていくのは非常に有効ではないかと思います。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、続きまして長山委員、その後、岩船委員というふうに回していきたいと思います。 

 長山委員、どうぞ。 

○長山委員 

 資料２の21ページの図の出力制御量ですが、これデータは2015年までしかないですが、

2016年は実は出力制御は減っていまして、37億ｋＷｈになっているんです。これは送電投

資をさせて新しい送電線ができたこと、あと風力の出力ががこの年は少なかったというこ

ともあるのですが、実際には下がっていると。 

 あと同じようなデータがもう一個ありまして、次のページの22ページです。 

 これは４月30日15時ごろということなのですけれども、これは日曜日で、３連休の真ん

中の、しかも４月の一番需要の少ないときなんです。なので、このように稼働がしていな

いということがあるのですけれども、私は全く別の観点から見たデータを持っていて、こ

れは例えば１年のうちに５時間以上を、例えば60％、70％以上使っている送電線がどれだ

けあるかというと、実はドイツの南のほうは真っ赤っ赤なんです（つまり60％以上使われ

ている）。 

 したがって、ドイツではｋＷｈで再エネが50％以上入っている状況でも、実際の送電の

運用はかなりうまくいっているというようなことがあるのではないかというふうに思いま
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す。 

 それが１点目です。 

 あともう一点目は、情報開示の点で46ページです。 

 データ形式の統一化というのがありまして、今、各電力会社さんの揚水の利用率を計算

しようかなと思っていまして、それで各電力会社さんの需要供給データを見ているのです。

それは、需要に対してどういう電源で賄っていて、それは揚水も連系線も入ってどういう

電源で賄っているかということをみているのですが、確かにデータ形式は統一されている

んですけれども、例えば中部電力さんの揚水の発電の部分というのは全部一般水力に入っ

ていたり、あと東北電力さんでも例えば電源開発さんの揚水を使っている場合、それが場

所的に揚水が下郷揚水発電所なんですけれども、東京電力のエリアにあると全部連系線で

処理されていて、データを見るのに苦労しているというのがあります。したがって、デー

タ統一化だけではなくて、データに対する思想というんですか、思想もあわせて全国で統

一していただけたらというふうに思います。 

 あと、ＯＣＣＴＯさんのほうで、さっき再給電のお話があったと思うんですけれども、

再給電をちょっとお考えになっているということがあると思って、再給電は公平性・透明

性には問題があるかと思いますし、また補償もしないといけないのですが、混雑処理には

非常に有効であるかと思います。 

 ドイツでは、今、再エネも再給電の対象にすべきではないかという話がされていまして、

今議論が行われています。 

 ドイツでは、混雑処理のプロセスが１週間前から始まって、2日前と前日と実需給数時

間前の３回のタイミングで再給電、これは火力だけなんですけれども、再給電と再エネの

出力抑制の指示が出されます。 

 それで、１週間前から実需給の状況を想定して、再エネ予測も盛り込んで混雑がこれだ

けあるだろうというところを認識して、２日前の想定潮流をもとに出力制御を出すと。そ

れを前日と当日と３回同じことをするんです。 

 ここのポイントは、前もって３回、かなり前から指示を出しておけば、事業者のほうで

混雑処理の出力抑制のために幾ら補償がもらえて、市場で幾ら補完分、誤差分を調整しな

いといけないかという、そういう準備ができるということがあると思うんです。 

 それが１点目。 

 もう一点目は、今ドイツで一番困っているのはＦＩＰ制度で、ＦＩＰ制度に移った再エ

ネが困っていて、これは日本の場合で言うと、多分ノンファームですぐとめられる電源に

対応するかと思うんですけれども、インバランスの調整が困っているんです。 

 というのは、ドイツも日本と同じように、初めに火力をなるべく絞って、それから揚水

をなるべく使って、最後に再エネをとめるということなので、再エネは一番最後のところ

でとめる指示を出されて、そこで当日市場でいろいろ処理、インバランスにならないよう

に処理をするので、非常にここ困るということがある。 
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 というところから、今再エネも再給電、火力と同じような状況にしろというふうな議論

が進んでいるようです。 

 何が言いたいかといいますと、こういうふうにしたらいいかというのがありまして、例

えばＦＩＴの電源は、ＦＩＴの中でＴＳＯに売る人はＴＳＯがインバランス処理をしてく

れるので、そういうインバランスの問題はないので、現在の日本の優先給電の順番を使え

ばいいと思うんですが、ノンファームに関しては火力も再エネも差をつけないで再給電な

り時間、順番に実際合わせてとめていくというようなルールにすればいいんじゃないかと

いうふうには思っております。 

 大体今考えておりますのは、そこら辺でございます。以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では岩船委員ですが、その後、オブザーバーの八代さん、それから松村委員と回してい

きたいと思います。 

 岩船さん、お願いします。 

○岩船委員 

 ありがとうございます。 

 まず、日本版コネクト＆マネージのほうは、私も検討のメンバーなので、今後も頑張っ

ていきたいと思っているんですが、スケジュールを見ると、なかなか時間がかかるという

のはわかるんですけれども、「相当に前後する」みたいな言葉がちりばめられているなど、

ちょっと不安があります。ぜひその検討を加速させるようにお願いしたいと思います。 

 もう一つ、情報公開のほうですけれども、これもきちんとした整理していただきまして、

今回、東京電力様にいろんなお話をしていただいたのは非常にありがたかったなと思いま

す。 

 競争環境の確保が重要だというのは理解できるんですけれども、そればかりでは全く今

の状況、情報公開は進みません。今後これだけプレーヤーがどんどん多くなってきますか

ら、共有された情報のもと、それぞれが戦略を練るということが必要になるというふうに

思います。少なくとも海外で公開できているレベルのものまでは到達できるようにしてい

ただきたいと思います。その情報を出すことが、電力事業に参加する上の前提条件である

ぐらいの勢いで進めていただけないかなと思います。 

 あと重要なのは、フォローアップだと思います。私が聞いた情報によりますと、ＯＣＣ

ＴＯの設立準備組合の会議で、どの程度情報公開するかという議論になったときに、５分

ごとの電源種別のリアルタイム実績というのは将来実施するという整理がされたらしいん

ですけれども、今はもう人もかわっていて誰もそこを引き継いでいない。つまり、リアル

タイムの情報公開というのは、今回も余り俎上には上ってきませんでしたけれども、欧州

ではきちんとやられていることですので、そのあたりも含めて、結局、今回また話が盛り

上がったけれども、誰もフォローアップしなければ、電力会社さんに任せて終わってしま
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う、ということがないように、きちんと責任を明確にして対応していただきたいなと思い

ました。 

 以上です。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、八代さんお願いします。 

○八代オブザーバー 

 ありがとうございます。電気事業連合会の八代でございます。 

 ２点申し上げたいと思います。 

 １点目は、日本版コネクト＆マネージに係る検討と情報公開についてでございます。 

 私どもといたしましても、既存の系統設備の最大限の活用というのを目指しまして、そ

ういう意味でコネクト＆マネージは非常に有効な方策であるというふうに考えてございま

す。現在検討中の仕組みを導入することによりまして、再エネを含めた電源の系統接続が

より円滑に進むように、私どもとしても積極的に協力してまいりたいと考えております。 

 その上で、２点意見として申し上げたいと思います。 

 １点目は、Ｎ－１電制、あるいはノンファームの実施に当たりまして、実際の出力制御

の実施方法、あるいは費用負担の考え方など、基本となります考え方、ルールなどをしっ

かり事前に定めておくということが非常に重要であると考えております。 

 実際の適用開始に向けまして、電力の安定供給、実運用上の視点、例えばシステム面の

対応ですとか、あるいは費用負担のあり方と生産スキーム、こういうものの具体的な対応

をぜひ考えていくことが必要だというふうに考えております。 

 ２点目は、出力制御の予見性に係る情報開示についてでございます。 

 電力各社は、これまでも国のガイドライン、あるいは系統ＷＧの議論を踏まえまして情

報開示に努めているところでございます。 

 今委員の方からいろいろご意見がありましたとおり、いろんな意見や、あるいはヒアリ

ングにおける系統利用の方々のニーズなども出ておりますので、こうしたものを踏まえま

して、さらなる情報公開の充実に努めてまいりたいと思いますが、やはり情報開示に当た

りましては、欧州と日本の系統の実態ですとか、セキュリティの問題とかいろいろござい

ますので、そうした面も踏まえて慎重なご検討をお願いしたいというところでございます。 

 それから、大きな２点目といたしまして、工事の長期化にかかわる課題、分割払いにつ

いてでございます。 

 工事費の負担金につきましては、事業者の申し出によりまして、必要に応じて分割払い

とする協議に応じているケースもあるということは私どもとしても承知をしているところ

でございます。 

 他方で、分割払いを認めた事業者の撤退などによりまして、必要な工事費を負担いただ

けないということになりますと、一般送配電事業者、あるいは他の共同負担者が費用負担
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リスクを負わざるを得ないというケースも想定されますので、今後はそうしたリスクを回

避する仕組みについても、あわせてご検討をお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございます。 

 では次、松村委員ですけれども、その後、新川委員、荻本委員、あと松本委員、圓尾委

員、小野委員、そういう順番で回していきたいと思います。 

 松村委員、どうぞ。 

○松村委員 

  まず、資料２のスライド２、５つに整理していただいた点については、まさにこうい

う検討が必要だと思います。とてもよくできたスライドだと思います。支持します。 

 さらに、スライド25のところで、また具体的なこれからの整理も出されているわけで、

実際に広域機関でもこれに従ってやられているという説明もいただきましたが、合理的な

やり方で、とても期待しています。この方向でぜひお願いします。 

 その中で出てきて、この委員会のマターかどうかはわからないのですが、コストの削減

の徹底という点に関しては、この委員会の範囲外のところも含めてとても重要だと思いま

す。 

 まず、ここで念頭に置いているのは、恐らく電源線のこと、あるいは系統の増強の特定

負担のところが重過ぎると進まない。これは確かにそのとおりなんですが、仮にこれ特定

負担にならなかったとしても国民負担になる話なので、いずれにせよ、この系統コストの

削減は、いろんな意味でとても重要だと思います。 

 その意味で、ぜひ検討していただきたいんですが、例えば、電源線をつくるときに見積

もりが来るわけです。ばかみたいに高いコストで来て、びっくりするなんてことは多くの

事業者が経験していると思います。 

 さらに別の委員会では、自分のところで試算してみたら、それよりもはるかに安い費用

でつくれるというようなことがあったとの発言もありました。そういうときには、実際に

自分でつくれるところは極めて限られるので、とても限定的になるとは思うのですが、電

源線のようなところも旧一般電気事業者に依存しないで自分でつくることも推進していく

ことは意味がある。極端なことを言えば、系統の増強とかというところも、そういうとこ

ろも任せるということもあってもいいのではないか。 

 そのときには、電力会社が勝手につくった自社仕様ではなく、国の安全基準を満たした

ものであればよいと思います。実際につくれる道を開くだけでなく、例えば、そこで100

と言われたんだけれども、実際のコストは50で済んだということがあったとすると、電力

会社全体で送電線の建設に物すごく非効率性があることが推定できるわけで、これを託送

料金の全体の査定に生かすこともできるはず。つまり電源線をつくるのと、普通の基幹送

電線をつくるので著しく技術が違うというわけじゃないので、そんなところで２倍のコス
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トがかかっているのだとすれば、全般に２倍のコストがかかっている可能性があると推定

して効率化係数を設定するなど、料金の審査に生かしていけば、劇的に託送コストを下げ

られると思います。こういう点も非常に影響の大きなものですので、ぜひ検討していただ

きたい。机上の空論ではなく、実際に料金審査の段階では、欧米に比べてはるかに性能の

劣るものを欧米の数倍の値段で調達していたという事例も実際に明らかになっている。こ

れは本当に空論じゃないと思っています。ぜひ検討をお願いします。 

 次に、同じ資料２のスライド15のところです。ここでイギリスの例で、故意に補償金を

受け取るために変なゆがみが出てくるのではないかという点に関してです。この点につい

て警告していただいたことはよかったと思いますが、これは明らかに補償のスキームの問

題。例えば、一般負担でお金を集めてきて補償すると、こういうことは確かに起きがちか

もしれない。こういう問題が起こるところ、実際に制御しなければいけないところの発電

所が全体として負担し、実際に運用で絞ったところが補償を受けるという格好にすると、

変なところに発電所をつくると負担をする主体にもなるので、こういう問題は相対的に起

きにくくなる。 

 それが制御の起きやすいところに発電所を置かないというインセンティブを与えること

になると思いますので、この点については、負担の仕方をどう設計するのかがとても重要。

この点も考えて、合理的な制度にしていただきたい。 

 この点に関しては、運用と経済的な負担を分離する制度設計が重要。実際に出力を絞っ

た人だけが負担するのではなく、補償を受けるという格好にはなるけれども、その原資は

原因をつくった人が負担することを徹底していくことがとても重要だと思います。それに

ついては、広域機関の資料も同じだと思います。 

 それから、次に資料３、広域機関の資料です。検討の状況を伺って安心しました。 

 整備委員会は前身のＥＳＣＪでは悪名高い委員会というか、電力会社が言ったことを正

当化するためだけに存在しているようなところだったと言われかねないほどひどいパフォ

ーマンスだった。今回のところでは、「ヨーロッパでもやられていないＮ－１電制、大丈

夫か」などというような意見が出てくる。これは自然な意見ではあるのだけれど、昔の委

員会だったらここで思考停止して、こんな意見がそのまま通っちゃったのでしょうけれど

も、広域機関ではちゃんと合理的に検討し、このような安直な意見に適切に反論して、合

理的な制度を推進してくださっていることは今回の資料でも出てきて、安心しました。 

 さらに、ご説明の中できちんと、想定だとかも厳しい断面、需要の断面と、それから発

電の断面を別々にとるというよう、異様に厳しく見ているというような今のやり方を合理

化するというのも、きちんとやっていただいているということで、これも安心しました。 

 ただ、これに関しては少し考えていただきたい。今初めて出てきた話ではなくて、もう

昔からずっと出てきている話。つまり、これは電線の話じゃないのですけれども、系統全

体で風力発電がどれぐらい入れられるのかという議論をしていたときに、ある電力会社は、

需要の想定は需要が最も低い季節を見ていて、風力発電がどれぐらい出るのかというのは
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風力が一番動く季節をとっていて、その季節がそれぞれ違うなどというような、そういう

ばかなことをやっていて、それについてはちゃんと指摘されて直ったはず。でも結局同根

のことがいろいろなところで起こっているということは、１カ所指摘しても、その１カ所

は直してくれるけれども、ほかのところはちっとも直してくれないというか、直す能力の

ないような者がこういう推計をしていたということ。こんな愚かなことを繰り返さないた

めにも、ここの委員会の役割はとても大きい。 

 こういうことを本来は同じ原理でいろんなところで改革してほしかったのにできていな

かったということを今補っている。この点は考える必要があると思います。 

 この点で１つ懸念している点がある。この広域系統整備委員会で、先ほどのプレゼンで

は、補償の仕方に関しても議論すると一瞬聞こえたんですが、私はこの点はとても懸念し

ています。この広域系統整備委員会は、系統の増強だとか連系線、あるいは基幹送電線だ

とかの増強だとかに関して、適正な増強かどうかを見きわめて適正な系統にしていくのが

本来の役割。 

 その延長として、当然今回のようにコネクト＆マネージの具体例として、こういうこと

をすれば増強はこれぐらいで抑えられるし、増強しなくても入れられるということを考え

ていくのはとても重要なことだと思います。しかし私はこの広域系統整備委員会は一般ル

ールとして、補償の仕方だとかを議論するにはとても不適当な委員会だと思います。 

 具体的に連系線の費用負担ルールで、ＦＣの負担ルールに関しては、この広域系統整備

委員会には前科があって、電力会社が談合で出してきて、これはどう考えても一般に使え

るようなルールじゃない、非常に奇妙なものだけれども、お互いの利害調整で出てきたと

いう負担方法をろくに議論もしないでノーチェックで通してしまった。 

 こんなもの、ほかの連系線に適用したら不合理なことが起きかねないのではと指摘した

ら、事務局のほうもちゃんと認識していて、これは一般に当てはめるものではなく、ＦＣ

のここだけの局面の負担ルールですなんていうことを平気で言っちゃう委員会。この委員

会はどう考えても一般に適用できる公平で効率的な補償ルールのあり方にきちんと目の届

くような委員がいる委員会ではない。この点はきちんと別の委員会を立てるなり、あるい

は経産省のほうで引き取るなりしてやっていただきたい。補償ルールはとても重要な問題。

広域系統整備委員会は、個別具体的なことをやるのにとても適した委員会だと思いますが、

補償ルールのような一般ルールの形成まで任せられる委員会だとは思えません。私はこの

点とても不満です。 

 それから次に、ループ運用をしているかしていないかというところで、ループ運用して

いなければ大丈夫だという整理は、とても安心しました。その前に出てきたメッシュであ

るか、くし型であるかというのと、ループ運用しているかどうかということは大きな差が

ある。 

 つまり、メッシュ型の系統であれば必然的にループ運用しているわけですが、若干わず

かにループ運用しているからといって、メッシュ型系統というのとはほど遠い系統は当然
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あり得るわけです。だから、ループ運用していないところでは電制考えるけれども、ルー

プ運用しているところは電制考えませんじゃなくて、ちゃんとこれもコストベネフィット

を考えるべき。メッシュ型の系統であれば、Ｎ－１電制によって入れられる量ってごくわ

ずかなのにコストすごくかかって、どのみち費用対効果を考えればノーと言われることに

なると思うのですが、ループの基幹送電線は外すという発想に決してならないように。効

果の大きいところから入れていった結果としてそうなった、なら受け入れますが、基幹送

電線でループになっていたら自動的に外すという安易な発想ではないことを確認させてく

ださい。 

 最後に、長山委員がおっしゃったことで論理的に理解できなかった点が１点あります。

「ＦＩＴ対応のところはこれでいいけれども、ノンファームのところは」と言われたのが

私は理解できなくて、ノンファーム接続しても、ＦＩＴで買い取ってもらえて、なおかつ

系統に買い取ってもらえるということはあり得ると私は思っていたので、ＦＩＴ対応かノ

ンファームかというのは別次元の話だと思っています。もし私の理解が間違っていて、ノ

ンファームはＦＩＴを認めないということであると大分前提が変わってくるので、その点

は私の理解が正しいか確認させてください。 

 その上で、ノンファームであるかどうかは別としても、負担はともかく、運用の段階で

はメリットオーダーで一番効率的にやる結果として今のルールが出ていると思います。 

 しかし一方で、風力発電だとかというのは、下げ代対策だけじゃなくて、周波数対策と

かでも使えるとかということがあるので、そういうのを積極的に使っていこうという指摘

であれば、長山委員がおっしゃったことは実にもっともだと思いますので、今後別の局面

でぜひ検討をお願いします。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございます。 

 今、最後のところ、長山委員に対するご質問は何かございますか。では、簡単に。 

○長山委員 

 ドイツでは、ＦＩＴか、ＦＩＰかということで、自分でインバランス調整するかしない

かというだけのことですので、今の松村委員のおっしゃるとおりのことでいいと思います。 

○山地委員長 

 それでは、新川委員どうぞ。 

○新川委員 

 私は２点ほどコメントを申し上げたいと思います。 

 前回と今回のお話を聞きまして、送電線の使い方が現状では非常に不効率な面があって、

今後効率化を図っていく余地、要するに増強して新しいものをつくるのではなくて、既存

のものの使い方を工夫することによって、まだかなり使える余地があるということがよく

わかりましたので、日本版のコネクト＆マネージというものは、ぜひ実践して進めていた
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だきたいというふうに思います。 

 それをやっていく中で、結局、出力制限というのを予測することが非常に重要になって

きて、それはＦＩＴが終わった後も、再エネという事業が日本で継続していくためには事

業予測をやっていかないと新規事業者は参入しませんので、それができる環境を整えると

いうことが非常に重要になってきて、そういう意味で今日お伺いした情報開示を進めてい

くということが不可欠であると認識いたしました。 

 その中で、情報開示をやっていくわけなんですが、ここの資料の中にも出てきておりま

すとおり、例えば公安上、非常に機微な情報というのはあるはずで、そういったものが余

り幅広く公開されてしまうのは問題なので、そういったものの中で本当に必要なのは何な

のかをよく見て、もし仮にそういったものを何らかの形で開示しなきゃいけないのであれ

ば守秘義務を課すとか使途制限をかけて、サンクションもあるような形で責任を持って情

報を使ってもらえる形での開示と。要するに開示すればいいというわけではなくて、マイ

ナス面があるものは、そういったものとセットで制度を組み立てていく必要があるんでは

ないかというふうに思いました。 

 あとは東電さんのほうのご説明で、発電事業者の情報が必要だということで、四角にあ

る各発電所の情報が必要だということだと思ったんですが、ただ、本当に必要な情報は

個々の発電所の情報が必要なのか、それともある程度統計化した、丸めた数字でもそれが

あれば予想が可能なのであれば、要するに個々の発電者の情報を出していくと、他のプレ

ーヤーの行動が推測できちゃうんじゃないかという気がしまして、そうすると協調的な行

為を生んだりするんじゃないかということで、競争法上、独禁の世界では、協調行為を生

むから余りそういった、特にリアルタイム情報なんかでみんなで共有するなんていうこと

は、カルテルの関係でかなり難しいわけなんですが、そういった観点も踏まえた上で、要

するに開示すれば、もしここの個社の情報を出してしまうと問題があるのであれば、ある

程度丸めた数字を、例えば広域さんとかに出して、それだけを公表するとか、そういった

工夫をしながらやる必要があるのではないかなというふうに感じました。 

 過去の実績については、別に今の競争上センシティブな情報ではないので、例えば６カ

月前の情報とか、そういったのは出していけると思うんですけれども、リアルタイムだと

か、あと直近情報とか、そういった情報が全部出てしまうと、少なくとも他のプレーヤー

の行動が予測できてしまうのではないかという懸念を感じた次第です。 

 ２点目が先ほど電事連さんのほうからお話がありました分割払いの問題、資料の38ペー

ジです。 

 ここの問題なんですが、今のルールでは新しく系統連系の増強工事に参加したいと思う

人が冒頭で全額払わなきゃいけないということで、例えば10年後に起こる工事のお金を全

額頭金で払うということになりますが、そういったやり方というのは、少なくとも一般の

工事、民間では行われていないと思います。もうちょっと分割払いの考え方を入れるとか、

頭金を入れて残りを後でやるとかというものを制度としてきちんと入れたほうがいいので
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はないかというふうに思います。 

 ただし、他方、入ってきた希望者が勝手に自分の都合で途中でやめたという人がぞろぞ

ろ出てくると、そういったところの負担が結局国民の負担に回ってきてしまうので、そう

いった無責任な対応がないように、希望者で工事に参加するときの参加資格要件をきちん

と設定する必要があるのではないかと。それとセットでの分割払いということではないか

というふうに思いました。 

 例えば、信用力だとか、それだけのお金を負担、最初に頭に全部払ってもらえればいい

んでしょうけれども、後から払うということになると、信用リスクというのは当然あるわ

けなので、そういったものを担保するための制度、資格要件チェックとかといったものが

必要になってくると思いますので、それとあわせて考えていく必要があるわけです。 

 特に長期に及び金額も大きいものについては、誰でも入ってこられるというのはなかな

か難しいかもしれないわけで、そういったものについては、より慎重に参加の要件という

のを考える必要があるのではないかなというふうに感じました。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、荻本委員お願いします。 

○荻本委員 

 ありがとうございます。 

 まず、きょうの議題になっている日本版コネクト＆マネージ等については、基本的にこ

のとおりであると思っております。 

 ただ、問題があるとすれば、次の一手はこれでいいんですけれども、その次とか、その

次を見たときに、この一手は正しいのかというふうにどこまでチェックされているのか、

または改善の余地がないのかというところであろうと思います。 

 例えば、Ｎ－１電制、これはやれば効果があるということで、先ほど別の委員から発言

があったように、これに幾らの費用かかって、それで効果はどのくらいあるのかというこ

とをちゃんと定量的に出して、実施の是非がどこまで詰めてあるのかと。 

 確かに、この場でこれをやるということ自体は、恐らく私も含めて余りお金を払うこと

にならないので、まあ、いいかなと思うかもしれませんけれども、このようなものが積み

重なっていくと、トータルとして最終的に電気を使う人が、導入量の増分に対して一体幾

ら払っているのかの意識がどうしても希薄になってくると思います。 

 ですので、この手自体はいいとして、それをどこまで適用するのかということに関して

は厳しく費用と効果を見て、または運用しやすさ、または将来の運用に障りにならないの

かというところまで、ぜひ考えていただきたいというふうに思うわけです。 

 何回か中に出てきていた、データを公開して将来の予見性を高くするということについ

ても、とてもいいことだと思います。しかし、この計算をするときに、もし今の優先給電
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ルールで計算してしまうと、これは将来にわたって優先給電が続いてしまうということに

なります。これは一見、可変費、即ちマージナルコストがゼロの電源なので優先して使っ

ていいと最初思うわけですけれども、（実はそうではないため）米国ではそのような運用

はやっていませんし、ヨーロッパでも優先給電による運用がだんだんうまくいかなくなっ

てきたというような認識のもとで、ここは修正されつつあります。 

 我々ここで持たないといけないのは、今までは優遇しないといけない再生可能エネルギ

ー、または迷惑をかけなければいい再生可能エネルギーだった。そういう時代から、これ

から我々が持続的に再生可能エネルギーの導入を続けていこうとすると、応分の義務をち

ゃんと果たせる再生可能エネルギーの設備形成であると思います。 

 ということで、第１点は、優先給電から安定性を加味した経済負荷配分というシステム

運用にスムーズにいけることは、ぜひ考えていただきたいと思います。まさにもう外国は

動こうとしていると。 

 第２点は、今たまたま非常にたくさん導入されてしまった太陽光発電を遠隔コントロー

ルしようとすると非常に大きな手間、またはその設備費がかかっているという現実があり

ます。 

 この点に関しては、前から法律は「そういうことをしなければいけない」と書いてあっ

たんですけれども、物にそういう機能がついていなかったという現実のもとで、今実質的

には、いろんな人の負担の大きな負担の中で行われている。ですから、先ほどＮ－１電制

というのが出たわけですけれども、これを実現するやり方として、風力発電の基本的な制

御機能を応用して、その中に位置づけて、うまくシステムがつくれるのかどうか。太陽光

発電についても、もう海外では国際規格も大分そろってきております。ですから、そうい

う大きな流れに乗って、我々がこういう機能を実現できるのかということをぜひ検討いた

だきたい。 

 もっと申し上げると、我々が将来何をしないといけないのかということを予測して、そ

れに事前にちゃんと対応した設備形成ができるようにしないといけない。 

 つまり、Ｎ－１電制さえできればいいわけではなくて、もしかすると、将来はその電圧

も何らか制御する。また制御はしないまでにしても、電圧変動を緩和する運転をしないと

いけないかもしれない。それは、また５年後に議論したとすると、またそういう機能がつ

いていない発電所があって、そこに負担金を払うのかどうかということを大議論をしてや

ることにまたなってしまう。 

 ですから、我々、次の一手としてはいいとして、次の一手の検討に当たって、将来の安

定性、経済性を損なわないような大きな枠組みの中で今回の手が打てるのかということに

ついては、ぜひしっかり検討して具体案にしていただきたいと思います。 

 今申し上げたような話というのは、どうしても1,000億円オーダーの、下手すれば毎年

の出費になってしまうという規模だと思っておりますので、考える価値が非常にあるとい

うことを指摘させていただきたいと思います。 
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 ありがとうございました。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、松本委員お願いします。 

○松本委員 

 私からは、電源接続案件募集プロセス、そして出力制御に係る情報公開、またノンファ

ーム電源について、それぞれコメントをさせていただきたいと思います。 

 電源接続案件募集プロセスでの工事期間が10年以上と長期にわたることの背景に、人材

不足の問題もあるととのことで、長期化改善の対策の一つ、全国大で人材をシェア、流動

化を促す方策については、例えばネットワークの窓口となる部署を広域連系機関内に設置

することを検討されてはどうでしょうか。 

 一般送配電事業者間の現職の方の人材のシェア、流動化にとどまらず、退職された方や、

フリーランスで技術を有する方の活用も検討されてはどうかと思います。 

 続いて、出力制御に係る情報公開については、一般送配電事業者によって接続ステータ

スの区分方法が異なっていたり、公表が一部しかされていないなど、ばらつきがある現状

は、やはり改善すべき点と思います。 

 今後、全国規模で系統の需給調整を図っていく、また全国規模で再エネ事業を展開され

ている企業もありますので、これから先はもちろんのこと、過去一定期間についても各社

統一的な情報公開が望ましいと思いますので、ぜひご検討いただきたいと思います。 

 そして、ノンファーム型電源をどう扱うかですが、東日本大震災以降、経年40年以上の

火力発電を稼働させているという状況です。 

 効率がよく、電力会社が新規に投資した高効率の火力は優先させるとしても、ノンファ

ーム型再エネについて、こういった老朽火力よりも優先してつなげていくことを検討いた

だけないかと考えております。 

 一方、本日の議論にはなっておりませんが、社会的な側面で留意してほしい点がありま

す。 

 系統制約が発生し、ノンファーム接続を検討する地域では、既に多数の発電事業者が参

入し、また再エネ発電所が集中していることも考えられます。 

 そうしたエリアで新規に接続を希望するノンファーム型再エネ事業者におかれましては、

経済産業省の事業計画ガイドラインでも、事業計画作成の初期段階から地域住民との適切

なコミュニケーションを図り、地域住民に十分配慮して事業を実施するように努めること

が定められております。 

 最近、反対運動や景観問題など地域住民とのトラブルも発生しておりますので、そうし

たトラブルを避けるためにも合意形成がなされていることの確認も接続に当たっての前提

条件として考慮されるべきではないかと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 
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○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、圓尾委員お願いします。 

○圓尾委員 

 まず情報開示について。前回の委員会で発言したこともあり、私自身も何社かの新エネ

ルギー事業者と、この点についてコミュニケーションをとってみたのですが、その結果、

１つ大きな誤解があるのではないかと思いました。 

 それは、要は、送配電事業者に精緻なシミュレーションをしてもらい、提示してほしい

と考えている新エネルギー事業者が結構いると感じたのです。 

 送配電事業者には、いろんな形での情報提供をお願いするのであって、あくまでシミュ

レーションは発電事業者がやって、精緻なシミュレーションができたところは金融機関か

ら安い金利でお金を借りることができるでしょうし、株主を説得することもできるでしょ

う。できないところは劣後する調達しかできないという競争が働くのが健全な姿ではない

かと思います。金融機関のほうも、そういうシミュレーションを、もし精緻にできるとこ

ろがあれば競争優位に立てるわけですし、それから岡本さんも触れられたように、コンサ

ルが出てくることも考えられるわけです。そのための情報公開であるという共通認識を、

まず持っておく必要があると思います。 

 その上で、何点か確認しておきたいます。まず岡本さんのほうで、不確実なデータだけ

れども計画分出しますとおっしゃった投資だとか作業停止です。岡本さんのプレゼンでは

３年ぐらい出しますというお話だったですが、事業者がキャッシュ・フローの計画を立て

て、シミュレーションをして、金融機関を説得するためには、少なくとも10年ぐらいのタ

ームは必要だと思いますので、別に不確実だということを前提にすれば、10年やそこらの

将来計画は出せますよね？と確認させていただきたい。それから、大事なポイントだとお

っしゃっていた電源に関してのデータ。どこにどんな電源があって、どのタイミングでど

んなものが使われているかというのは、公開している情報でもとれるものがいっぱいある

と思うのですが、それでは足りない、追加的に発電事業者から出してもらわないとシミュ

レーションができないものは具体的にどんなものがあるのかをもう少し踏み込んで教えて

いただけると、それに対して、今度は発電事業者側がそれを出せる、出せないという議論

を深めていきやすいと思います。もう少し追加的なコメントがあればお願いしたい。 

 それから、シミュレーションを自分たちでやりましたというお話をいただきましたが、

これは岡本さんがこの道のプロだから簡単にできたことで、普通の人にはできないものな

のか、それとも、ちょっとした知識があれば割と簡単にできるのか。岡本さんは東電です

けれども、例えば北海道やほかのエリアでも、一般的な情報でシミュレーションできるも

のなのか、その辺の難しさの度合いも一言コメントいただければと思います。 

 それから２点目は、工事費負担金です。やはり多額のものを、10年かかる工事を、最初

の段階で全額前倒しというのは、普通の大きなプラント工事なんかを考えても、よほどの
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ことがなければない状況だと思います。 

 ここは、事務局の提案にもありましたように、分割でできる方向で、ぜひ考えていって

いただきたいと思います。 

 新川委員もおっしゃったように、事業者の信用力を測る方法はいろいろありますし、そ

れをこういう役所で一定の目安をつくるのもできなくはないと思います。ぜひそういった

ものを利用しながら、分割払いができる方向に持っていっていただければと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 今、前半のほうでシミュレーションって難しいんですかというような感じの質問があり

ましたけれども、岡本さんどうですか。簡単に何か。 

○岡本オブザーバー 

 すみません、関連するところを幾つかいただいて、シミュレーションプラスアルファ等

について、あわせてお答えさせていただきたいんですけれども。 

 １つ、すみません、私が３年と申し上げたのは、今、広域機関の中で作業停止計画を３

年後まで出すべきじゃないかという議論があって、作業停止計画は、今後３年間分を出す

ことになるんですけれども、３年目がまだ先の停止調整なので、不確実性があるという前

提で出させていただくことになっているという意味ですので、投資計画ということであれ

ば、もっと長いものも出しますというところは１つです。 

 あと発電実績について、これは発電者さんの情報がというところが先ほど来申し上げて

いるんですけれども、これは幾つか種類があると思っていまして、実際には佐藤理事のご

説明の中に、11ページに想定潮流をどういうふうに見込むかというやり方を絵でご説明さ

れていて、これはつまり、電源はメリットオーダーで積まれるということ。そうすると、

需要に応じてどの電源がどのぐらい出力するかというのは、実はメリットオーダーが推定

できて、その時点でどういう電源が稼働しているかというのがわかると精度よく計算がで

きますと。 

 恐らく大ざっぱな計算であれば、世の中に既にある情報から推定できますので、我々も

実際にいろいろやってみておりますけれども、それはあくまで世の中にある公開されてい

る情報で発電側のメリットオーダーを推定して計算して、これはそこそこ合っているんじ

ゃないかと思っているということです。 

 ただ、発電の実績というのが実際に開示されないと、それで想定していたものが、ただ

想定していただけということで余り根拠を持ち得ないところがあって、どういうふうにそ

れを確認するのかというお話はあるんだろうなと。それは、必ずしもリアルタイムのもの

がいつも出ているということは全く要らないんじゃないかとは思いますけれども、想定の

何らかの根拠になるようなものがあればいいのかなと。 

 ただ、一般情報から、あそこには何とか式の火力が何万ｋＷで投資されてここにあると
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かという情報は全部出ているので、それをもとに実はある程度の計算をすることができま

す。 

 能力という話がありまして、今申し上げたような、先ほどのネットワークから見ると、

あと15万Ｖですとか、そういったところのネットワークの情報をつけ足させていただいて、

私のほうで申し上げたようなのをつけ足して、あと市販のソフトウエアを使って、多分、

そのソフトを使うために一定の研修とかを受けなきゃいけないと思いますけれども、それ

を受けて、理解すれば、これは恐らくどなたでもシミュレーションはできるんじゃないか

というふうに思っていますので、これは特別な能力を必要とするものではないと。 

 それから、あとデータについても、ある程度世の中に出ているもので、ある程度のこと

はもう既に今でもできるはずじゃないのかというふうに私自身は思っていまして、ただ、

そこの精度といいますか、確認するすべがないものだと、そこはどうなのかというところ

があって、あともう一つは再生可能エネルギーのコネクト＆マネージについて言うと、そ

の系統の近傍でどのぐらいの再生可能エネルギーの計画がされているかというのが、むし

ろ恐らく出力抑制の頻度に大きくきくだろうと思っているので、その情報がやはり要るん

ではないかなというふうに思っております。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、順番に戻りまして、小野委員よろしくお願いします。 

○小野委員 

 ありがとうございます。３点申し上げたいと思います。 

 まず、24ページに記載のありました日本版コネクト＆マネージの早期実現に向けて取り

組むとの方針には賛成いたします。再エネ導入の拡大に向けた系統制約の緩和は重要な課

題でありますけれども、一方で、前回も申し上げましたとおり、系統電力需要の大きな拡

大が見通せない中で系統増強を行っていけば、国民負担の増大につながることが懸念され

るわけです。既存系統の最大限の活用を主軸に据えた上で、最終的な費用負担者である電

力の需要家にとって納得感ある形で系統の維持・更新が進むことを期待いたします。 

 ２点目でございます。系統費用負担のあり方に関しまして、31ページのスライドの２つ

目のポツに記載いただいているとおり、国民負担を抑制する観点から、発電コストと系統

コストの合計コストを最小化できるような制度設計としていただきたいと思います。加え

て、モラル維持の観点からも、少なくとも系統費用の一部を系統費用の発生の原因者たる

発電事業者に求める制度を維持すべきではないかと思います。ＦＩＴの調達価格の算定に

おいても接続費が織り込まれているのでありますから、それでもなお系統接続費用が高い

のだとすれば、これは「当該地域は社会的コストの観点から立地に適さない地域だ」と判

断することができると思います。 

 ３点目でございます。38ページに言及されている工事費負担金の分割払いにつきまして
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は、一定の必要性は理解いたしますが、何らかのトラブルがあった際に一般送配電事業者

が補填するような制度になってしまいますと、最終的には電気の需要家がコスト負担する

ということになりかねませんので、負担金が回収不能とならない制度設計をしっかりと行

っていただきたいと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 以上でしょうか。ありがとうございます。 

 実はその後を言っておりませんでしたが、オブザーバーのエネットの武田さん、それか

ら監視等委員会の日置さん、その後、こちら側に行きまして、風力発電協会の斎藤さん、

太陽光発電協会の増川さん、髙村委員と。あと立っていますけれども、順番は大体把握し

ていますので、今のような順番で発言いただきたいと思います。 

 では、オブザーバーの武田さん、お願いします。 

○武田オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 エネットは、ご存じのとおり、新電力として電力事業を営んでいるわけですけれども、

最近、お客さんのほうから、再エネ由来の電力供給について、いろいろなお問い合わせを

受ける機会がふえています。ということは、お客さんのほうも再エネの活用について随分

関心が高まっているんだろうと感じておりますが、このような背景の中で、今回、資料に

ありますとおり、既存の系統を最大限活用して、負担を抑制しながら再エネの電源を活用

していこうという基本的な方針について賛成します。 

 その中で、ちょっと見方を変えますと、新電力としましては、今電源市場の厚みが十分

にないという中で、供給力として高めるという意味で日本版のコネクト＆マネージという

仕組みに大変期待しておりますが、そういうことを考えた場合に、供給力としてきちんと

活用するということ観点から、この資料３の23ページのほうで述べられていますけれども、

既存のいろんな制度との整合性、あるいは今2020年に向かっていろいろ容量市場等の制度

設計をしていますけれども、こういうほかの制度設計との整合性がきちんととられて、新

電力として供給力としてきちんと活用できるという仕組みを実現させていただきたいと思

います。 

 そういう制度の検討もお願いしておきながらなんですが、岩船委員もおっしゃったとお

り、27ページのスケジュールを見ますと、では、いつからこういうノンファーム接続が実

現して、供給力がどんどんふえていくのかということを見ますと、制度設計いかんによっ

て相当前後があるということで、スケジュール感が少しわからないということなので、ぜ

ひいつごろ目標にというスケジュールの設定と、それからそのスケジュールの設定に当た

っては早期に実現するという方向でお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 
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 ありがとうございました。 

 では監視等委員会、日置さんお願いします。 

○日置オブザーバー 

 ありがとうございます。電力監視等委員会の日置でございます。 

 本日の議題でございます日本版コネクト＆マネージについては、ぜひ実現に向けて取り

組みをどんどん進めていってほしいなと我々としても思うところでございます。 

 こちらも既に発言がございましたけれども、再エネ導入という目標に加えまして、電気

料金を最大限抑制していくと、そのような方向にも資する取組でございますから、まずで

きるものから進めて、そうした中で、この日本版コネクト＆マネージというものがどうい

うものなのかという相場観を形成していく、そのようなことが今後の事業可能性の予測の

ようなところにも資していくのではないかと期待するところでございます。 

 加えまして、予測に関しまして情報開示の必要性のお話もございました。こちらも大変

重要な論点だと思います。 

 あとその他、この場で委員の皆様が発言されたことも含めまして、我々委員会事務局と

いたしましても、できる限りの検討と、そして協力はしてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、風力発電協会、斎藤さんお願いいたします。 

○斎藤オブザーバー 

 風力発電協会の斎藤でございます。 

 まず、今通常国会の冒頭、安倍首相が施政方針演説の中で、洋上風力というものの促進

に言及されたということで我々は非常に勇気づけられておりますけれども、本小委員会の

中における再生可能エネルギー大量導入という面で、洋上風力というものが一般海域の利

用ルールが導入されれば、ｋＷ、それからｋＷｈ、容量及び出力のアウトプットという意

味で非常に大きな役割が果たせると思っておりますので、ぜひそういったものを促進する

上でも、系統の制約というものに関して柔軟なご議論をいただきたいと。そういうことで、

この場で呼んでいただきまして、ありがとうございます。 

 発電協会としましては、３点ほどお願いをしたいと。 

 まず１点目としましては、既存の系統を有効活用すると。これが国民負担の軽減にもつ

ながるということで、ぜひ日本版コネクト＆マネージの仕組みを入れて、具現化していた

だきたいと。 

 岩船委員のほうからもご指摘ございましたけれども、では、いつやるのというのが非常

に大事だと思っておりまして、早期の具現化と、これが非常に大事なポイントかと思いま

すので、この点ぜひよろしくお願いしたいと。 

 ２点目としましては、では、どのような運用ルールが必要であろうかと。ＯＣＣＴＯさ
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んが広域系統長期方針というものでお示しになられております、従前のＡ、Ｂ、Ｃという、

こういう基準の中でＢ基準というものがあろうかと思うんですが、一歩突っ込んだ、もっ

と柔軟なＣ基準─まあ、ノンファームということになろうかと思うんですけれども、こ

れを次世代ネットワークという前提で、早急にかつ具体的な運用ルールということで、ぜ

ひ制度的な議論というものを本小委員会も含めて推進していただきたいと、これはお願い

でございます。 

 最後、３点目といたしまして、既存の系統を最大限活用することをお願いしているとは

いえ、発電業界に身を置く者として、やはり一定の物理的な系統の増強であるとか設備の

更新、こういったものは必要だと、このように考えてございます。 

 当然費用負担というものが出てくるということでございますけれども、次世代型の系統

運用のあり方という点を踏まえれば、いろんな費用負担の考え方等々、例えば、いろんな

意味で地域間連系線で導入された間接オークションと、こういったものを、例えば地内の

送電系統の運用においても考えられないかと、こういったご検討も引き続き関係各所で進

めていただければと。これは、いい方向に行くんじゃないかというふうに思ってございま

す。 

 ほかにまた規制緩和とかお話ししたいことがいろいろあるんですけれども、今回は系統

運用ということですので、ここで発言を終了させていただきます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、太陽光発電協会の増川さん、お願いします。 

○増川オブザーバー 

 ありがとうございます。太陽光発電協会の増川でございます。 

 まずは事務局が用意されました資料２の24ページに書いてございますとおり、日本版コ

ネクト＆マネージの仕組みについて早期に実現させることが必要ではないかと、まさにそ

のとおりだと思います。我々といたしましても、一日も早い実現をぜひお願いしたいと思

っております。 

 ただ１点、実際に導入される場合は、実際にどれだけ制限、抑制されるかというのを

我々が予見性を持てるように、きょうの議論でも情報公開という話が出ていましたけれど

も、予見性が持てることとセットでということが大前提になろうかと思います。 

 それから、実際に制度設計される上で１つ、一番重要なものが、実際に抑制された場合

の費用負担をどうするのか、それから補償をどうするのかということかと思いますけれど

も、これにつきましては、いずれかの場で議論されるものと期待しておりますけれども、

その場合は、ぜひとも、ただ単に送配電ネットワークのコスト削減のみならず、エネルギ

ーミックスの実現、それから３Ｅ＋Ｓの実現等、電源のコストも含めた国民全体の便益を

踏まえたご議論をぜひお願いしたいというふうに思います。 

 これが１点目です。 
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 それから２点目は、資料２の34ページにございます「電源接続募集プロセスの長期化に

向けた取組」ということを書いてありますけれども、我々もこれ非常に長期、募集プロセ

スそのものも大変時間がかかりますし、それから増強も大変時間がかかるということで苦

労しているわけですけれども、今回ご提案がありました「負担可能上限額の申告を求め」

ということで、「プロセス完了の早期化を図ったところ」と書いてございますけれども、

まさにこのとおりでございまして、発電事業者何社かのヒアリングを行いましたけれども、

負担可能上限額の申告によって、このプロセスがかなり早期化されるのではないかという

意見が聞かれていますので、ぜひこれは徹底していただきたい。これを徹底していただく

ことで、我々としては、募集プロセスは早目に切り上げていただいて、今35カ所と聞きま

したけれども、それに一旦全部きれいにけりをつけていただいて、ここに相当の各電力会

社さん、それから広域機関さんも相当の人材を送配電部門の人たち、投入されているとい

うふうに伺っております。この人材をここからコネクト＆マネージの検討のほうにぜひリ

ソースをシフトしていただくことが効果的ではないかというふうに考えております。 

 それから、38ページの工事費負担金に関してですけれども、分割のニーズは大変多くご

ざいます。我々といたしましては、電力会社さんが実際に工事を始める前に、資機材、そ

れから工事の発注を行うわけですけれども、その発注を一括ではなくて分割されて発注さ

れる場合がほとんどだと思います。その発注のタイミング、期間に合わせて請求をされる

のであれば、電力会社さんもそんなにコミットメントが、取りっぱぐれがあるとかという

ことはないと思いますので、そういう方法でぜひお願いしたいということでございます。 

 それからもう一つ、最後の１つですけれども、東京電力の岡本副社長からもご説明あり

ました情報開示につきまして、資料４の８ページのところにも書いてあります。非常にわ

かりやすくて、ありがとうございます。 

 ただ、我々といたしましては、皆さんご承知のとおり、太陽光発電って、ほとんどは高

圧に連系しております。すなわち、6,600Ｖ、配電用変電所より下位のほうに連系してお

る電源がほとんどでございますので、我々がなかなかわかりにくいのは上位、15万Ｖ等の

情報が開示されても、その下の配電用変電所単位でどうなっているかというのは、なかな

か─まあ、空き容量としては、あ空いているかどうかというのは情報開示されているん

ですけれども、その中身が全然わからないとか、実際に抑制される場合のシミュレーショ

ンをやる場合にも、配電用変電所単位でどうなるかというのが多分ある程度わからないと、

我々はなかなかわかりにくいかなというふうに思っておりますので、大変数も多くて大変

だとは承知しておりますけれども、そういう高圧に連系している電源もぜひ忘れなくとい

うことでお願いいたします。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 次、髙村委員でございますが、その後は地熱協会の後藤さん、それから辰巳委員、その
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後、小水力利用推進協議会の春増さん、ここまででよろしゅうございますか。実は今、開

始後２時間を少し超えたところで、きょうはもともと論点も多いので３時間を予定してい

ますけれども、後半の議題もなかなか議論があると思いますので、ご発言、効率的にお願

いできればと思います。 

 では、髙村委員お願いします。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。 

 前回の委員会のときにもご紹介ありましたけれども、世界的に再エネのコストは非常に

下がってきていて、そういう意味では、日本においても、このコストを下げていくという

ことがエネルギーコスト、ひいては日本の産業力の強化にとっては非常に重要だというふ

うに思っています。 

 そういう意味で、別のところでも発電事業のコストについては随分厳しく見てきている

と思いますけれども、この系統の部分については、どうしても発電事業者のコントロール

がきかないところで、そういう意味では、この委員会の場で、コストの低減というのをい

かに図っていくかということについてきちんと議論していただく場があるということは非

常に大事だと思っております。 

 その上で、既に重複するところは簡単に申し上げていきたいと思いますが、１つはスラ

イドの26のところです。これは岩船委員、あるいは先ほどエネットさんからもありました

けれども、再生可能エネルギーの大量導入という方向を図るとすれば、特に事業化に時間

がかかる再エネの事業の見通しをきちんとつけるという意味で、できるだけ早期のという

のはもちろんですけれども、できるだけ具体的に時限を切った形で目標をつくった形での

進行をお願いしたいというふうに思います。 

 これはあわせて、先ほどの事務局からのご紹介でもありました系統ワーキングのところ

で、既に想定潮流の合理化で東北電力さんのところでこれだけの空き容量が出てきたとい

うお話がありましたけれども、できたところから、この取り組みによってどのような成果

があったのかということも社会的に見える形にしていただきたいというふうに思います。

その取り組みが非常によくわかる形で進行していただきたいという趣旨であります。 

 スライドのところにあります。そういう意味では、コネクト＆マネージも含めて基本的

な方向性については賛成いたします。 

 その上で、これは荻本委員がさっき「次の一手」とおっしゃったことにかかわるかもし

れませんけれども、コネクト＆マネージの─まあ、日本版かもしれませんが、の位置づ

けについてであります。 

 つまり、イギリス、アイルランドの例等と紹介をしていただきましたけれども、いずれ

もこれは混雑解消の設備増強が行われるまでの一定的な、暫定的な対応という位置づけの

運用がされているというふうに理解をしておりまして、つまり、当面の系統混雑の対処の

方法としては効果的だと思いますし、やるべきだと思いますが、先を見通したときに、ど
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ういうふうに系統増強を効率的にやっていくかというもう一つの課題というのがこれには

伴っているというふうに思っております。 

 もう一つ、このコネクト＆マネージのところで、これは前回の資料でもありましたし、

今回のスライド７のところで、ノンファーム型接続のところにありますように、新規の発

電事業者が入っていくときに抑制をされることを条件にしてということでありますけれど

も、これは恐らく物理的に抑制をされるという問題と、それから費用の問題と両方あると

いうふうに思っております。 

 先ほど冒頭に申し上げましたように、再生可能エネルギーのコストを下げていくという

のを非常に大きな課題だというふうに考えますと、予見性、再エネ事業の予見性を落とさ

ない、あるいはほかの発電事業と比べて相対的にコストが大きいということがないように

整合性のある制度をつくる必要があるというふうに思っております。 

 それから３点目でありますが、これは松村委員がおっしゃった点でありますが、現行の

系統接続にかかわる費用負担のコストの妥当性について、私自身も想定をしていたよりも、

ずっと高いケースがあるということは幾つか聞いております。 

 松村委員がおっしゃったように、みずから系統をつくるということを推奨するというの、

私はこれも１つの方法だと思いますが、それと並行してと言いましょうか、当面の形とし

て相対契約でやられると思いますけれども、何らかの形でコストの透明化、あるいは一定

の標準化といったものができないかという点であります。もちろん、相対でやっていて、

協議がならないときには紛争解決のほうが用意されているのは理解しておりますけれども、

そこに至らないまでも、コストの妥当性についてのお互いの信頼性を確保するという効果

もあるというふうに思いますので、何らかの方法というのをご検討いただけないかという

ことであります。 

 次に細かな点ですが、スライドの36なんですけれども、そう細かくないかもしれません

けれども、こちらの取り組みについてです。36の「効率的な系統アクセス業務に向けた取

組」について、この内容について大筋異論はないんですけれどもお願いをしたいのは、事

業者にとって空き容量が果たしてなくなる状況にあるのかどうかという系統情報が公開さ

れないと、いつの段階になって、契約を都度に申し込んでいたところから突然半年待ちな

さいといったようなことになるかといったような、ここも予見性をきちんと確保する系統

の情報の公開と、空き容量がなくなってこうした方法に移行するというクライテリアとい

うのを明確にしていただきたいというふうに思っております。 

 これはあわせて、これも細かくはないんですが、ＦＩＴの入札案件について、入札を応

札した後に系統接続を結ぶ期間の条件があるかと思いますが、それとの整合性については

確認をいただきたいというふうに思っております。 

 情報公開ないしは情報開示、スライドの41以下のところになるかと思いますが、多くの

委員がおっしゃったように、基本的な考え方に賛成をいたします。 

 特に既存の流通設備を最大限効率的に使っていくということの社会的便益が非常に大き
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いというふうに思いますので、私は基本的には、需要家の託送料で支えているという性格

からすれば、情報は公開すべきだというふうに思います。 

 ただし、事務局からありました一定の懸念事項があるものについては、目的を限定する

情報開示というのも理解はできます。 

 しかし、発電設備の計画ですとか稼働率というのは、恐らくこれは目的を限定するとい

うよりは、情報を開示しても十分問題がないような事項ではないかというふうに思います。 

 そういう意味では原則は情報公開であり、一定の理由で情報の公開を限定した範囲にと

どめるという場合において理由を明確にした形で、そうした対処をするというのを原則に

していただきたいというふうに思っております。 

 情報開示の点では、いろんな岡本さんのご報告も含めて大変勉強になったんですが、需

給バランス下げ代に関する情報開示については、恐らく今ある情報をできるだけワンスト

ップと言いましょうか、集めてわかりやすい形で、標準化した形で公開をしていくという

ことで、かなりの部分というのは対応ができるような感覚を持ちました。 

 他方で、系統混雑のほうはなかなか難しいのではないかという感覚を持ったんです。こ

のあたり、実はご質問したいところでもあるんですけれども、つまり、それぞれの域内の

あるポイントについてどういう発電計画があり、といったようなことも含めて把握をする

ということが一発電事業者ないしはそれが委託したコンサルに果たして可能かと。あるい

は、それを可能にするための情報開示の項目をもう少し精査をしていただけないかという

ふうに思っております。 

 １つは、送配電事業者さんがつくっていらっしゃる系統シミュレーションがあるという

ふうに思っておりますので、その中の使っていらっしゃる情報の項目を出していただくと

いうのは１つのやり方かもしれませんけれども、系統混雑のところの情報開示については、

もう少し具体的な情報について発電事業者と送配電事業者の分担を前提にした上で情報開

示項目をもう一度検討いただきたいと思います。 

 定期的なフォローアップは、必ず必要だと思います。制度の変更が起きた折に、追加的

に必要になる情報ですとか、あるいは情報開示の状況を確認するという意味で非常に大事

だと思います。 

 最後でありますけれども、費用負担に関しては次回のところで議論があるという、次回

以降のところで議論があるんだというふうに理解をしておりますが、少し全体として１つ

気になっておりますのが、どうしても費用と受益、受益と負担、あるいは便益と費用の話

をしますときに、新規の発電事業者が系統に接続をするときに、つなげていることで得ら

れるメリットのところ、受益のところがかなり強調されていて、むしろ全体の考え方から

すれば、日本の方向性からすれば、再生可能エネルギーを大量に導入をしていこうと。あ

るいはメリットオーダーで入れていくことで、できるだけ電力のコストを下げていこう、

あるいは新規の電源を入れながら既存の電源と競争させていこうという政策と合致するよ

うな形で便益というのを理解する必要があるのではないかというふうに思います。 
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 岡本さんのスライドでは、「社会的便益」という言葉を使っていらっしゃいましたけれ

ども、日本のあるべき、向かおうとしている政策と整合的な形で、きちんと費用、便益が

考慮されるということを考える必要があるのではないかというふうに思います。 

 最後、お願いでございます。 

 次回以降、費用負担の検討をされるときに、スライド31のところで、費用負担について

一部負担というところで、日本等含めて諸外国ありますけれども、確かに発電事業者が負

担をしているケースだと思いますが、負担の範囲というのがかなり違っているケースもあ

るのではないかというふうに思っております。 

 私が知る限りは、イギリスに関しては配電網は１つ上の系統までで残りは一般負担と、

送電網と配電網で費用負担の考え方が違っていると思いますので、ここのところはぜひ海

外の情報を追加的に出していただければと思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 そうしますと、地熱協会の後藤さん、よろしくお願いします。 

○後藤オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 私からは２点、要望という形でさせていただきたいと思います。 

 １点は、先ほど来皆様からご意見がございましたような工事費負担金の分割払いについ

てでございますけれども、これは長期工事に対して一括でお支払いするというのは事業者

にとって非常に大きな負担でございますので、この点は制度としてきちっとやっていただ

ければというふうに思っております。 

 ２点目でございますけれども、41ページにございます「長期間運開しない案件への対応」

ということで、これは地熱がまさしく、出力決定のためには調査期間が非常に長くならざ

るを得ないような電源がございます。このような我々みたいな電源については、接続申し

込みが他の電源種と比べて、やはり遅くならざるを得ないというような、そういう問題点

がございまして、我々が申し込みをしたいときには、もう系統はいっぱいになっていると

いうような状況が多々見られております。 

 また、私もこれ実際、自分で経験したことでございますけれども、5,000ｋＷの接続を

する上で、他の電源種の方々が、接続の意思表示はするんですけれども、その先がなかな

か進まずに、工事の開始に非常に時間がかかったという経験がございます。 

 そういう中で、やはり系統容量を確保しているだけの案件につきましては、連系の妨げ

になる場合があろうかと思いますので、この対応についての仕組みを早期にご検討いただ

きたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございます。 
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 辰巳委員お願いします。 

○辰巳委員 

 ありがとうございます。 

 自由化のおかげで再エネの電気を使いたいという消費者も少しずつふえる状況にありま

すが、世界的には「ＲＥ100」の取り組みを進めるという事業者がふえています。 

 そんな中で、日本の事業者もサプライチェーンのつながりから、例えば製造事業者にお

いても、あるいは日本の国内で事業展開しようという海外の事業者においても、再生可能

エネルギーを使いたいという需要がふえるということは確実だと思っています。 

 そのための方策として、つまり需要を賄うだけの供給力を確保していかなきゃいけない

という、そういうふうな発想から、日本版コネクト＆マネージを進めてくださるというこ

とを非常にいいことだと評価しています。 

 ただ、何度も出ておりますが、速やかに進めるということが大事かなと。まずは速やか

に進めていくということが重要だというふうに思っておりまして、質問になるのですが、

資料２の25ページには、絵で描いてくださっているので非常にわかりやすいんですが、見

直しの方向性として、これを見る限りは、わからないので勝手なことをいいますが、①と

②は、割合即刻にできるんじゃないかと。特に②の場合、いかがですか、すぐできるよう

な気もします。 

 だから、私が思うだけですけれども、多分この②の量というのは、ここが質問ですが、

各事業者というか、地域によって違いがあるのかどうかとか、どのぐらいのキャパシティ

があるのかなど具体的なところをもう少し見てみたいなというふうに思っております。そ

れで、需給の関係から、ぜひ②は即刻に進めていただきたいなというふうに思いました。 

 それから、再エネの特徴としてですが、地域における小さいネットワークで融通しよう

というふうな仕組みがふえているというふうに思っておりまして、そういうのが今お話し

しておられる中でどういう位置づけになるのか私にはよく理解できていなくて、何となく

「くし型」とおっしゃった下のくしの歯の部分のお話なのかもしれませんけれども、それ

がくしの軸のところに影響するということなんでしょうが、やっぱりくしの歯の中だけで

うまく回せるような仕組みというのは考えられないのかなと思って、すごく違ったことを

言っているのかも知れませんが、ぜひその辺りを、説明していただきたい。私のようなわ

からない人にも理解できるように説明していただきたいなと思っております。 

 最後にもう一つですが、情報開示のお話です。情報が公開されていくことによって、参

入したい事業者がこの場所にとかうまく参入できるといいと思いますが、先ほども開示で

きない情報もあるというお話ではありましたが、開示できない情報であっても、どこかに

はその情報があるということですよね。 

 それで、そのあたりが─まあ、開示できない情報だけではないかもしれないですけれ

ども、そこは明確にしていかないと、開示できない情報があるからここはできませんとい

うのではなくて、それを何拠か第三者の目線でその情報が─まあ、もちろん一般公開は
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できなくとも、どこかでそれをきちんと把握して、関連する事業者だけで持つ開示できな

い情報ではなくて、全く第三者の目線で受け取るような情報を集める必要があるのではな

いかと思っておりまして、まあ、どこがされるのか、それはわかりませんが、そういうふ

うな仕組みをきちんととっていただき、状況によっては、例えば裁判のような状況になっ

たときには、このような状況ですということをオープンにできるくらいのちゃんとしたバ

ックを整えておかなければいけないのかなと思った次第です。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○山地委員長 

 次は、先ほどは最後かと思ったんですが、小水力利用協議会の春増さん、それからその

後、系統問題では非常に重要なプレーヤーの佐藤さんから札が挙がっています。あと木質

バイオマスの方も挙がっていますから、そうですね、むしろ佐藤さんは最後に締めてもら

いましょうか。 

 では、まず小水力利用推進協議会、それからバイオマスのほうの順番でお願いいたしま

す。 

○春増オブザーバー 

 ありがとうございます。全国小水力利用推進協議会です。 

 この委員会、あるいはＯＣＣＴＯさんの場で、日本版コネクト＆マネージの議論が加速

されていることは大変ありがたいと思っております。ただ、何人かの委員の先生方からご

発言がありましたけれども、例えば、私ども中小水力は、ほとんど出力が数メガ以下、あ

るいは私どもの小水力に限って言うと1,000ｋＷ以下なんです。そういうものは、ほとん

ど配電線の系統に接続されておりまして、例えばＯＣＣＴＯさんの場では、そういう配電

変電所以下の系統は全部需要側ということで議論の土俵にも上がっていない状況です。 

 これは私どものような小さな事業者のひがみかもしれませんけれども、本当に数メガ、

あるいは数十メガ、数百メガという電源と、数十キロ、数百キロという電源を同じルール、

同じ土俵で適用されるということが本当に合理的か、あるいは効率的か、あるいは公平か

ということをどこかの場でぜひご議論いただきたいと。 

 特に２メガ、あるいは1,000キロ以下の小さな電源の接続について、どういうルールが

必要かということをどこの場でご議論されるのが適当なのか私はわかりませんけれども、

ぜひこのコネクト＆マネージの議論の中でご議論いただければ大変ありがたいと思ってお

ります。 

 ありがとうございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございます。 

 では、木質バイオマスエネルギー協会さんお願いします。 

○小禄オブザーバー 

 今、小水力のほうにあった課題は、我々木質バイオマスのほうでも同じように中小規模
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というのがありますので、そういう課題を抱えておりますけれども、今回、系統に関する

部分だけで２ページにまとめていただいたいろいろな課題の部分については、系統に関す

る整理として正しいというふうに思っておりまして、これらが実は稼働を長引かせる、41

ページのいろいろなことを含めて調査をされるというときの背景になっているかと思って

おります。 

 量については今調査中ということですけれども、私どもの稼働までの時期について、別

途算定委員会等でいろいろ論議されておりますが、なぜ稼働ができないのかといったこと

については系統だけの問題ではなくて、ほかにもいろいろな問題がありますので、そうい

ったものも含めた総合的な分析といったものも必要なのかなというふうに思っておりまし

て、その点につきましてはお願いでございます。 

 それからもう一つは、実はマスコミを通じまして木質バイオマス悪者論みたいな、森林

の盗伐事件等々を木質バイオマスにくっつけて論議されているところがありますけれども、

実は森林管理の問題と盗人がいる世界とがくっついた世界に木質バイオマス悪者論がつく

と、我々としては、きちんとした流通ルールを含めて対応しておるつもりでございますの

で、そんな中で我々なりにもきちんと対応するという考え方で進めたいと思っております

ので、そこはご理解いただきたいということで、１つだけ余計な話ではありますけれども

情報とさせていただきます。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、広域機関の佐藤さん、お願いいたします。 

○佐藤オブザーバー 

 すみません、何人かの先生方から、私が提唱したものに関しまして、中身はいいんです

けれども、遅いとか、期間が不明確だというご質問と、あとご叱責をいただきましたので、

それに関して反論ではないんですが、確かにスケジュールに関して全然説明をしませんで

したので、補足をさせていただければと思います。 

 それで、もし私及び機関員が一生懸命働けば少しでも早くなるんならば、ワーク・ライ

フ・バランスを相当犠牲にしてでもやりますが、２点ほど理由があって、私どもがどんな

に働いてもそんなに早くできるかと心配するところがございまして、それを説明させてい

ただきます。 

 １点目は、曳野課長が説明された資料の24ページでございます。 

 ここに書いてありますが、これはＮ－１電制とか想定潮流の合理化でありますが、まず

これは「関係者間での課題に関する調整が済んだものから」と書いてございまして、この

「関係者間での課題に関する調整」が相当かかるのではないかと思っております。つまり、

既存事業者の方がいらっしゃいますと、もちろん新規に入る方もそうですが、どういう負

担をして、どういう補償をするかというところの関係者間での調整がやっぱり相当かかる
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可能性があるように思っておりまして、例えば全然違う委員会で送電線の定期検査をやる

場合、これはとめなきゃいけないということで発電事業者の方にある程度負担を、当然の

ように定期で求めますが、例えば、それがプロレーターということでも、委員会で相当何

回やっても、なかなか合意がされないということもございまして、さらにＮ－１電制とか、

先ほど申し上げましたように、ノンファームで優先接続─あっ、すみません、どちらを

とめるかといった、関係者間での調整を相当しなければならない問題がどれくらいかかる

のかが若干わからないということもありまして、この日程でいいのかというご批判をいた

だいたのが１つでございます。 

 あともう一つ、私が説明した資料３の23ページを見ていただけますでしょうか。 

 先ほど時間がなくてここは飛ばしたんですが、ここの３つ目の四角で書かせていただき

ました。ノンファームについて、「簡易な方法で実施すれば抑制率が高くなり、完全なシ

ステムを構築しようとすれば時間がかかるというトレードオフがあり、今後、どのような

制度を実現するかご議論いただく予定」と書いてありまして、簡単に申し上げますと、ノ

ンファームで非常に幅を見て高めの抑制率、例えば8,760時間のうち30時間ぐらいだった

ら動かしていいというんだったら相当大ざっぱなシステム等でも大丈夫だと思いますが、

当然それだと採算が合わないということで、例えばぎりぎりまで動いていただくというよ

うなことだと、きちんとしたシステムをつくらなきゃいけない。また、あとどこにノンフ

ァームを適用するかということで、当然最後は全国津々浦々ということになるんでしょう

が、多ければ多いほどシステムは大変ということで、できたところからだと早くなると思

いますが、この辺のトレードオフもどう考えるか、どれぐらいを狙っていくかということ

も、ぜひ系統委員会ではご議論いただこうと思っておりまして、私どもが一生懸命働けば

早く終わるという問題でないところもありまして、特に最初の関係者間の調整といったと

ころをどう考えるかというところで、このようなことにさせていただきました。 

 もちろん、関係者の調整でありましても、私どもが頑張れば早く終わるところもありま

すが、そこはやらせていただきますが、単純にサボるとか、やる気がないということでは

全くないということをぜひ申し上げたいと思いまして発言させていただきました。 

 以上です。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございます。 

 先ほども２時間たったと言って、今はもう２時間半たちまして、私の手元の進行シナリ

オから言うと、約50分おくれという状態でございます。 

 ということで、もう一つ重要な案件がありますから、申しわけないんですけれども、お

昼にかかるということなので、30分程度の延長があるというふうに思うんですけれども、

ご了承いただけますでしょうか。誠に申し訳ない次第で、ただ熱心なご議論をしていただ

いた結果でございますので。 

 それで、前半のところをここで一まとめしようと思っております。というのは、前回申
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し上げましたけれども、この小委員会、ある程度合意されたことについては順次実施して

いくということでございますので、その合意内容を少し確認しておくプロセスが必要かと

思います。 

 どちらかというと、資料２に出てくる順番ということでいきますが、まず２ページ目に

ある系統対策の全体像ですけれども、これに関しては松村委員からお褒めの言葉もありま

したけれども、こういう対応が必要ということで特に異論ないと思いますが、ただ、真ん

中のところが抜けて両サイドをやっている。２枚目のスライドの下のほうの話を言ってい

るんですけれども。ただ、ご指摘もありましたけれども、コスト低減などについては、本

委員会というよりは、別の適切な場で議論していく内容があるんじゃないかというご指摘

がありまして、こういうことで関係機関とよく連携して今後の議論の準備を事務局には進

めていただきたいと思います。 

 それから、非常に大きなテーマでありました日本版コネクト＆マネージですけれども、

想定潮流合理化とＮ－１電制とノンファームがあるわけですが、まず想定潮流の合理化、

それからＮ－１電制の中でも費用負担について特に問題はなく実行できるケースについて

は来年度から実施に移すと。そういうことに関して、重要であるという認識と、早期にや

らなきゃいけないということに関しては特に異論はなかったと思います。 

 ということですので、広域機関と、それから一般送配電事業者さんがかかわりますが、

そういう前提で準備を進めていただきたいと。 

 ただ、多くの方がコメントされていましたが、ではどれぐらい効果があるのか、費用対

効果がどうかという話もありまして、関心は高いんですけれども、これをきちんと定量的

に示すというのは現状ではなかなか難しいと思います。しかし、どういう形か提示する必

要がある。これも広域機関と送配電事業者にご協力いただくことになりますが、事務局の

ほうで効果─まあ、もちろんコストのこともあるんですが、提示の仕方を工夫していた

だきたい。 

 それから、Ｎ－１電制について、オペレーションと費用負担を分ける方法について議論

する。これに関しては大きな異論はなかったという理解をしています。 

 したがって、広域機関において引き続き詳細な検討を詰めていただきたいんですが、こ

の点、松村委員ご指摘の費用負担のあり方をどういう場で検討するかということに関して

は、いろいろあると思うので、ここは事務局のほうで整理していただきたいというふうに

思います。 

 それから、３つ目のノンファーム型接続。これはいろんな議論がありまして、ファーム

の火力とノンファームの再エネと、それから優先給電ルールとの関係とか、なかなか広範

な議論を要する点があるんですけれども、そういう大きな基本方向に関する議論と、それ

から細かい適用。実際にやらなきゃいけないわけですから、細かいルールを決めなきゃい

けない。ここは、きょういろんな意見をいただきましたので、これからしっかり論点を抽

出して整理していく必要があろうかと思います。 
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 ただ、いずれにしても、スケジュールに関して、スケジュールが詰まっているんじゃな

いかという言い方があったけれども、早目にやってほしいという声もあるわけです。その

あたりのスケジュールを具体的にどうしていくのか。先ほど佐藤さんからも、別にサボっ

ているわけではないと。我々もサボっているとは到底思わないんですけれども、やはり時

間が必要だということ、何で時間が必要なのかということに関しては、おおよそ認識は共

有できたと思いますので。 

 そういう意味で、できるだけ早く実現したいという気持ちは、もちろん私どもを含めて

皆さんお持ちだと思いますけれども、広域機関にはスケジュール感を示しつつ、波線があ

っていつかちょっとわからないというようなところもありますので、検討を進めていただ

きたいと思います。 

 あと系統アクセス業務です。これもいろいろなポイントがあるんですけれども、１つ何

回か繰り返し出てきたのは、工事費負担金の分割払いです。これに関しては、支払いが滞

った場合の対応などでいろいろリスク、ほかの方に迷惑がかかるというわけで、したがっ

て、分割払いが認められる基準─まあ、資格要件というような話もありましたが、それ

を明確にすべきというコメントは資料のほうにも、提案にもあるんですが、それをサポー

トしていただき、異論はなかったと。ルール化に向けて広域機関を中心に具体的な検討を

進めていただきたい。 

 それから、もう一つの情報の公開と、それから開示です。これに関しては、特に開示と

いうところを捉えて賛同する意見が多かったと思います。送配電事業者とか広域機関がベ

ースになる情報を提供して、その情報を使ってシミュレーションを行うのは、発電事業者

が出力制御のシミュレーションを行って事業判断に活用する。そういうことを圓尾委員が

はっきりおっしゃいました。まさにそういうことなんだということを前提に。したがって、

一般の公開という部分ももちろん進めていくけれども、やっぱり利用者を限定した開示、

その手法をはっきりさせようと、そういう基本的な考え方は共有できていると思います。 

 それから、需給バランスと系統混雑と両方で出力制御があるわけで、需給バランスに関

係するものに関しては、既にいろいろ進んでいるわけです。トップランナーという言い方

で九州電力の例が出ていましたけれども、そういう水準に合わせてやり方も地道に改善し

ていくと。それらの状況をいろんな場でレビューしていくと。 

 こういうことで、需給バランスに関する出力制御に関しては、もちろんコメントはあり

ましたが、大きな異論はなかったと思います。 

 それから、系統混雑による出力制御のシミュレーションです。これについてはなかなか

難しいと、あるいは必要な情報自体が、発電事業者側の情報が重要になってくるというこ

とで、ここに関しては、発電事業者のほうの理解が必要。岡本オブザーバーから説明があ

りまして、委員からもコメントがありましたけれども、じゃ、こういうシミュレーション

をするのに必要な情報はどういうものか。公開とか開示のあり方、こういうものを含めて

関係者の意見を聞きながら事務局のほうで整理していくということをお願いしたいと思い
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ます。 

 大体ある程度予想して要旨下まとめは持っていましたけれども、皆さんの意見も踏まえ

て今確認したところですが、おおむねこのようなことでよろしゅうございますでしょうか。 

○曳野電ガ部電力基盤整備課長兼省新部制度審議室長 

 すみません、個別論点ですが、１点だけ補足させていただきたいと思います。 

 資料２の34ページのところで、「電源プロセスの長期化防止に向けた取組」ということ

で、先ほど増川オブザーバーから、これ自身、非常に評価をいただいていたということが

あるんですけれども、今現場で起きていることとして、こういう形でご理解いただいてい

るケース、かなりございますけれども、一部これが対応いただけないというようなケース

も現場レベルでございます。まさにそこにリソースが割かれていて、ほかのところはでき

ないという面もございますので、こちらは送配電事業者のためというよりは、むしろ発電

事業者の方々の一刻も早くこのプロセスを進めるという趣旨でやってございますので、ぜ

ひ業界内でも周知をお願いできればというふうに思います。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、２つ目の議題に入っていきたいと思います。よろしゅうございますでしょう

か。 

 ２つ目の議題は、「ＦＩＴ発電事業の適正化」というタイトルがついてあります。 

 事務局から資料５の説明をお願いいたします。 

○山崎新エネルギー課長 

 それでは、お手元に資料５をご用意ください。 

 時間の関係もありますので、要点のみご説明を申し上げたいと思います。 

 ２つございます。 

 資料５の内容としまして、もともと冒頭曳野のほうから全体像をお示ししましたが、④

の事業環境整備の中の議題だということでございます。 

 ＦＩＴの発電事業の適正化ということで２つございます。ＦＩＴの認定の運用見直し、

あとは太陽光パネルの廃棄問題、これについて今回ご議論いただきたいというふうに考え

てございます。 

 まず１点目、２ページ目からでございますが、ＦＩＴの認定の運用の見直しについてで

ございます。 

 ２ページ目から６ページ目までに書いてあることは現状なのでございますが、ポイント

を申し上げれば２つでございます。 

 １つは、まず今までＦＩＴの運用の中で特に太陽光を中心としまして、土地の設備の確

保等を未稼働問題に対応しまして厳格な運用を行ってきました。 

 さらに言うと、2017年４月、昨年の４月に施行されました改正ＦＩＴ法におきまして、

接続契約前置の認定制度にしまして、未稼働問題というのに対処してきたと、こういう状
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況でございます。 

 さらに、５ページ目にもありますように、太陽光におきましては運転開始期限というも

のを設けまして、価格低下局面におきまして、認定から未稼働までの時間が経過すること

によって、過剰な国民負担が発生しないようにと、こういったことをやってきたと、こう

いうことでございまして、それを受けまして、６ページ目が総論としての今回のご提案で

ございます。 

 その前の前提としまして、下の表に改めて整理をしていますが、実は日本のＦＩＴ制度

というのは、認定日に価格が決まると、こういうことになっているんですが、諸外国、先

進諸外国を含めまして、ドイツを初めとして、実は価格は設備稼働日、運転開始日に決ま

るということのほうが一般的でございます。 

 それに対しまして、日本は認定日にしているということで、認定してから価格がその後

どんどん価格テーブルでは低下していくのに未稼働だということで国民負担の問題が発生

をするというのが、まず前提としての位置づけでございます。 

 ということで、幾つか論点を分けてございます。 

 ３つでございます。 

 まず１つ目、次のページ、７ページ目をごらんください。運転開始期限でございます。 

 認定日に価格が決まるというこの性質上、やはり運転開始期限というものを設定しては

どうかということで、先ほど申し上げたように、太陽光は下の図にありますように３年、

住宅用は１年ということで、３年の運転開始期限を設けてございます。 

 これについて、ほかの電源にも、そういった日本の特有のＦＩＴ制度の状況を鑑みて、

さらに、今後、各電源において価格低下の可能性が高まってきております。そういったと

ころで国民負担とのバランスを考えまして、この時点で、来年度から全電源について運転

開始期限を設定してはどうかと、こういう案でございます。 

 さらに、その運転開始期限は、環境アセスメントに要する期間等を考慮して、適宜見直

しを行っていくと、こういうことでどうかというふうに考えてございます。 

 案が下からでございます。 

 太陽光は既に設定済みで、３年ということでどうか。 

 風力は４年で、環境アセスメントがある場合はプラス４年。 

 次のページ、８ページ目、中小水力は７年で、多目的ダム併設型については考慮。 

 地熱については４年で、環境アセスメントについて、ある場合はプラス４年。 

 バイオマスは４年と。 

 こういう案で提示をさせていただいてございます。 

 次のページ、９ページ目でございます。 

 認定後に出力増加をした場合にどうするかという論点がございます。 

 実は太陽光につきましては、下の図にありますように、出力増加をする場合は、すなわ

ち国民負担が増すということですので、価格変更あり、すなわち最新の価格に変更すると、
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こういうルールになってございます。 

 それに対しまして、ほかの電源については、20％以内の増加であればオーケー、運転開

始前は。運転開始後は、20％というのもなく、あらゆる増加がオーケーと、こういう状況

になってございまして、繰り返しになりますが、今後、各電源において価格低下局面が期

待され、想定される中で、こういう国民負担とのバランスを考え、太陽光と同じく、ほか

の電源についても、運転前、開始前、開始後を問わず、容量の20％といった枠を設けず、

増加する場合は最新の価格に変更していただくと、こういうルールにしていただくという

ことでどうかということが９ページ目でございます。 

 10ページ目でございます。 

 設備の設置場所の使用権原証明と。若干マニアックですが、重要な論点がございます。 

 固定価格買取制度では法律上、認定をする際に設備の設置場所の使用権原を有すること

を求めてございます。すなわち、例えば、「土地の確保」というのがわかりやすい用語で

ございますけれども、設備の設置場所の使用権原を有しないと認定が出ないということな

んですが、一定の条件下で猶予期間というものを認めています。 

 それが下の図で、文章に書いてあるんですが、わかりやすく言うと下の図でございまし

て、現在、太陽光では、誰でも取れる登記簿謄本だけでなく、土地の所有者による証明書、

何らかの証明書があれば180日の猶予期間を、正式な賃貸借契約なり設備譲渡契約の証明

書がなくとも180日間猶予すると、こういう制度になっていますが、ほかの電源について

は、ある意味、土地の所有者による証明書等が必要なく猶予期間180日が与えられ、環境

アセスがある場合は３年の猶予期間が与えられると、こういうことになってございます。 

 この猶予期間を撤廃するということではなく、認定時に太陽光と同じように、登記簿謄

本プラス土地の所有者による何らかの証明書というものを全電源について求めるというこ

とではどうかという、こういう案がＰ.10でございまして、いずれにしましても、ＦＩＴ

制度が進化していく中で、運用の適正化を行って、再エネの最大限の導入と国民負担の抑

制の両立を図っていくための案ということでございます。 

 続きまして、若干毛色が変わりますが、太陽光パネルの廃棄問題について、ただいまさ

まざまな地域から、こういった懸念の声が我々にも多く寄せられている状況でございます。

これについての対応案についてご議論いただきたいと思ってございます。 

 12ページ目以降でございます。 

 現在、太陽光パネルの廃棄問題についての懸念が拡大していますが、13ページ目以降で、

廃棄問題のときに若干いろいろなことが言われていまして、懸念が幾つかございますが、

ちょっと整理をさせていただきます。大きく分けて３つだと考えております。 

 まず13ページ目、１つ目の懸念は、放置・不法投棄されるんじゃないかと、こういう懸

念でございます。 

 この放置・不法投棄、これ放置と不法投棄は結構違いまして、その場に放っておかれる

のが放置、どこか山の奥に捨てられるのが不法投棄、わかりやすく言うとそういうことで
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ございますが、放置というのは、よくよく考えると、建物設置、屋根の上についていると

か、借地というのは原状復帰義務とかそういうのがあるので、なかなか問題にならず、自

己所有地の場合に放置という問題。「いや、これは廃棄物じゃありません。自分のものな

んだから」といって放置されるという、こういう問題が放置問題で、ただ山の奥に捨てら

れるというのは、もうお金がないので山の奥に捨てるという話なので、どのケースにもあ

り得ると、こういうことでありまして、放置と不法投棄、これは一緒のくくりでやること

ができるのではないかと。 

 問題は、この廃棄費用が積み立てられていなくて、本当に廃棄が必要なときにそれをや

れるお金があるのかというのが問題の懸念の本質だと思ってございます。 

 14ページ目、その他、有害物質が流出・拡散されるのではないかという懸念もございま

す。太陽光パネルには、鉛とかカドミウム、こういったような有害物質が含まれているケ

ースがございます。こうしたものは、それぞれのパネルによって違うんですが、含まれて

いる場合がございます。 

 これについて、廃棄物になった場合に、廃棄物処理事業者がどの最終処分、どういうよ

うな処理をするのかということについて明確に伝わっていないために、本来、厳しい処分

場で処理すべきものが、より安易な処分場で、簡易な処分場で処理されているというよう

なケースがあるというのが、この有害物質の問題だと考えてございます。 

 続きまして15ページ目、最終的に処分をするときに逼迫する。ピーク時には、産業廃棄

物の６％程度に相当するのではないかという試算がございます。こういった中で、最終処

分場の逼迫、さらには資源の有効利用の観点から、リサイクルについて考えるべきではな

いかと、こういう懸念、論点が３つ目でございます。 

 それぞれにつきまして、16ページ目、現行の対応なんですけれども、そもそも廃掃法に

基づきまして、排出者が責任を持って処理することが原則なんですが、放置に代表されま

すように、廃棄物じゃないと主張されると、それは対象外になると。 

 ＦＩＴ法においては、まず買取価格に資本費の５％として廃棄費用が計上されてござい

ます。 

 さらに、認定時の基準としまして、ガイドラインにも、廃棄物マニフェストの提出義務、

さらには廃棄等費用の積立て努力義務を定めているという状況でございます。 

 リサイクルについては、今環境省さんと当省で共同のロードマップで検討中という状況

なんでございますが、こうしたことを受けまして、18ページ目、19ページ目が今回の対応

の案でございます。 

 まず放置、不法投棄につきましては、先ほど来申し上げているように、自己所有地での

放置、さらにはその他のものについての不法投棄ということで、これをどうするのかとい

うことで、問題の本質は費用が積み立てられていない、費用がないのでできないというこ

とではないかということで、下にあります「このため」以下が対応の方向性となります。。

①「発電事業者による廃棄等費用の積み立てを担保するために必要な施策（例えば、第３
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者が外部で積み立てを行うような仕組み）について、検討を開始すべきじゃないか」。 

 ただ、これについてはさまざまな論点がございますので、まずはこうした検討には時間

を要するので、すぐにできることとして、現行ＦＩＴ制度の執行強化に取り組むべきじゃ

ないかということで、認定事業者の方々に対して、今毎年の報告義務でコスト等を報告し

ていただいてございます。そこに廃棄等費用の積立計画・進捗状況を毎年どうなっている

のかというのを報告していただく報告の義務化。 

 さらには認定事業者の公表制度というのがございます。どこの地域で、どの地番で、ど

ういう事業者が認定を受けているかということを現在公表を始めてございます。その公表

制度の中に、廃棄等費用の積立計画・進捗状況がこの事業者はどこまで行っておられるの

かというのを公表の対象にするという情報公開化をすることでどうか。 

 さらには、そういった積み立てが計画どおりでない認定事業者に対しては、これは当然

のことでありますけれども、必要に応じて報告徴収・指導・改善命令という法律に基づく

執行を行ってはどうかと、こういうことでございます。 

 次のページ、まず有害物質につきましては、昨年12月に太陽光協会、事業者協会のほう

でガイドラインをつくっていただきまして、どのパネルにどんな物質が含まれているかと

いうことを廃棄物事業者に対して情報提供を行うというようなガイドラインが制定されま

して、一部事業者が対応を始めていただいております。これについて全事業者の徹底とい

うことでやっていくということでどうか。 

 リサイクルにつきましては、総論としては、そういう論点があるということのものの、

ただ、現在、足元では現実には発生していないこともありまして、処分の実態把握が進ん

でおりません。 

 したがって、何をどの程度集めれば、どの程度のコストでリサイクルができるのか、さ

らには有用なリサイクルができるのかということについて、まだまだデータ、さらに分析

が必要だということでございまして、こうしたことを環境省さん、我々の共同の場で引き

続き検討すべきではないかと、こういう案にさせていただいてございます。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、後半の議題「ＦＩＴ発電事業の適正化」につきまして、質疑応答及び自由討

議を始めたいと思います。 

 今までと同じですが、ご発言をご希望の方はネームプレートを立てて意思表示をしてい

ただければと思います。いかがでございましょうか。 

 じゃ、まず長山委員、お願いします。 

○長山委員 

 バイオマスは、例えば海外からパームヤシ殻を大量に入れてきている業者さんが今たく

さん増えていると思うんですが、そういう業者さんは、日本の沿岸部に土地だけ見つけて、
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権利だけ押さえて系統連系もするというようなところです。そういう業者さんと、例えば

国内の地方自治体で地元の資源を有効に使って村づくりをしようという業者さんを分けて

扱う必要があるんじゃないかなと思っています。、したがって、バイオマスのほうは一本

でやっていらっしゃる、運転開始期限までやっているんですが、ちょっと分けたほうがい

いんではないかなというふうに思いました。 

 あと太陽光のほうなんですけれども、これは鉛蓄電池がかなりリサイクルが進んでいま

して、1990年代に鉛価格が低下して大量の廃鉛バッテリーが不法投棄されたときにも、日

本蓄電池工業会さんが自主回収したり、あとは国内外のリサイクルのシステムがつくられ

ているとか、そういうことがありますので、鉛蓄電池なり、違う業界のベストプラクティ

スを学びながら太陽光に適用したらいいんじゃないかなと思います。 

 あと先ほどの廃棄費用の５％はもう計上されているということなんですが、これは例え

ば倒産隔離ファンドみたいな、例えばイギリスでは原発の廃炉処理等々では、外にファン

ドをつくって信託管理を行っていると。その費用の執行に当たっては、さらに外部の技術

チームに申請書を出して、それで認められたら費用を執行できるという、そのような仕組

みができていますので、国内外のそういうベストプラクティスを見ながら、システムをつ

くられたらいいのではないかと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございます。 

 次は新川委員なんですが、その後、髙村委員、松本委員という順番でお願いしたいと思

います。 

 新川委員、お願いします。 

○新川委員 

 まず１点目のＦＩＴ認定の運用見直しのほうは、基本的には６ページの下に書いておら

れます運転開始期限の問題と３つの点について、他電源についても同様な規制をかけると

いう方向でよいのではないかと思いました。 

 運転開始期限がなかったり、土地の利用権限が確保されていないのに価格のところだけ

優先権、権利が取れているほうが若干不思議ではありますので、そういった改正の方向で

いいのではないかと思います。 

 具体的な、例えば開始期限として何年設けるのがいいのかとかは、私は判断しかねます

のでお任せしますけれども、制度の方向性はそれで特に異存ございません。 

 ２点目のパネルの廃棄問題ですが、ここで整理されておられますとおり、自分の土地の

中に放置している、自分の所有物を置いているという状態の「放置」というカテゴリーと

「不法投棄」のところが特に問題だというふうに理解いたしました。 

 この問題は、基本的には廃棄費用をどうやって確保するかという問題と、人が所有権を

持っているものをどうやって撤去させるのかという、この２つの、特に「放置」というや
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つですけれども、人の所有地の中にある人の所有物を置いたままなのはけしからぬからと

いって勝手に入って廃棄することは法律か何かないとできませんので、そこをどういうふ

うにやるかという２つ問題があると思います。 

 廃棄費用確保につきましては、今信託設定という話もありましたけれども、大がかりな

ものだとコストがかかるので、例えば第三者供託をさせるとか、それは資金決済法とかで

使っている方式ですけれども、もっと簡便な方式で、ただ自分でお金を持っておかせるの

ではなくて、外部に積む方式というのは他の法律でも採用されている方法があると思いま

すので、そういったものを考えて制度を考えてはいかがかなと思いました。 

 特に太陽光は、いろいろな人たちが入ってくる市場なので、何らかのそういった措置が

ないと、今後の不法投棄だとか、放置問題というものの社会的な懸念が大きいのではない

かと思います。 

 あとは、人の所有物をどうやって撤去させるかですが、１つはここで書いておられる廃

棄マニフェストって、これは合意をするんですかね。契約上の合意で義務化するというこ

とかなと思いますが、何らかの形で義務づけをして撤去義務を課して、それがちゃんと履

行されているかどうかをＦＩＴ法で担保する。小さい太陽光発電事業者は電気事業法では

カバーされていないと思うので、何らかの法律でそこを担保していく仕組みをつくってい

くということかと思いました。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、髙村委員お願いします。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。 

 ３つほどございますけれども、１つは、すみません、資料２にかかわるところでもある

んですが、今資料５で出していただいたように、確実に16ＧＷ、旧ＦＩＴ法、2016年法改

正前のＦＩＴ法のもとで認定をしたものが失効していて、その系統においてどんな扱いに

なっているかということで調査をお願いして、スライド41というのは今実態調査をしてい

るというご報告だったと思います。 

 先ほどいろいろな事情で、系統の枠は取ったけれども長期に運転開始しないものがある

というご指摘はありましたけれども、実態調査を続けていただきながら、少なくともＦＩ

Ｔ法の認定が失効したものについての対処というのは検討いただいて、その対処の可能性

について回答いただけないかということを改めて申し上げたいと思います。16ＧＷってか

なり大きな枠だと思います。 

 ２つ目は、運転開始期限ですけれども、恐らく事業者団体の方に、あるいはこの間の事

業認定、運転開始の実態を踏まえた期限設定だというふうに思っておりまして、その意味

で賛成いたしますけれども、ここの部分も系統接続アクセスについては、ＦＩＴ法改正で、



55 

その部分については認定取得前のお話になりましたけれども、さらに系統工事等にかかわ

る期間遅延の可能性というのは、やはりはらんでおりますので、運用の実態を見ながら、

これはご提案だと思いますけれども、適宜見直していく必要があろうかと思います。 

 これは、同じようにバイオマスについてもいろいろな種類があったり、あるいは風力も

陸上、洋上等で、場合によっては事情が異なる可能性もあるかというふうには思っており

まして、現時点の提案としては、こちらでよいかと思いますが、適宜検討をして見直して

いく必要があろうかというふうに思います。 

 最後は廃棄の問題ですけれども、結論的には、こちらの事務局のご提案で結構かと思い

ます。 

 既に恐らく有価か無価かという認定も含めて、古タイヤ等の実例といいましょうか、先

例もございますし、そういう意味では環境省とあわせて対応を考えていただければと思い

ます。 

 特に今太陽光パネルに関しては、むしろ資源の観点で、いかにうまくリサイクルをして

いくかということも指摘をされていると思いますので、そういう意味では今後の課題とし

て提示していただいていますけれども、リサイクルについても検討を進めていただきたい

と思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、松本委員お願いします。 

○松本委員 

 運転開始期限、出力増加時の価格変更、そして認定時の設備の設置場所の使用権原証明

といった太陽光に先行して運用がなされている認定ルールについては、ＦＩＴスタートか

ら７年目となることから、太陽光発電以外の電源の設備認定も増えていますし、基本的に

平等なルール運用が望ましいと考えますので、素案の内容で結構かと思いますが、先ほど

髙村委員もご指摘されましたが、適宜状況を見て、運用を見直すことも必要ではないかと

思います。 

 私がこの素案を見たときに、地熱発電の運転開始期限と中小水力の使用権原証明の猶予

期間が問題ないか、が少し気になりました。 

 太陽光パネルの廃棄にかかわる論点への対応については、2040年の太陽光パネルの大量

廃棄時代に備えて、改修、処理、運搬、リサイクルの仕組みをしっかりつくっていかなけ

ればなりません。 

 リユース市場は既にありますが、市場が十分に整備されているとは言えない状況ですの

で、リユースされるパネルの安全性の評価を標準化し、市場を活性化させていく必要があ

ります。 

 これにつきましては、リユース蓄電池と組み合わせるなど、用途の開発を研究していく
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必要があると思います。 

 また、発電事業者による廃棄費用の積み立てを担保するために必要な施策については、

まずはすぐにできることから着手するという観点から３つの論点が出されていますが、こ

の提案に私も基本的に賛成いたします。 

 そのほか、先々考えられる放置案件につきましては、罰金を科すことも検討されてはい

かがでしょうか。 

 例えば、一定期間発電設備として利用されていない設備を放置案件と定義づけをするな

ど、不法投棄につきましても、ソーラーパネル廃棄に関する新しい法律をつくることも検

討する必要があるのではないかと考えます。 

 また、現状のソーラーパネルの廃棄と処理については、ソーラーパネルの型番から有害

物質についての検索ができるようなデータベースをつくり、排出事業者が法に遵守して廃

棄しやすい体制づくりが切に必要だと思われます。 

 有害物質については、製造事業者が有害物質についての情報を提供する必要があります。

一部、有害情報を提供することで風評被害を招くのではと懸念される声もありますので、

データベースは基本的には透明性のある一般公開が望ましいと思いますが、もし強い懸念

があるようでしたら、製造業者、廃棄業者、自治体、発電事業者などによる登録制にする

なども考えられると思います。いずれにしろ、使いやすいデータベースにして適正に廃棄

される必要があると思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 この後ですけれども、荻本委員、辰巳委員、小野委員、それから風力発電協会の斎藤さ

んと、この順番でご発言いただきたいと思います。 

 では、荻本委員から。 

○荻本委員 

 ありがとうございます。 

 ２点、積み増しに関してなんですけれども、やはり一番影響が大きいのは太陽光発電だ

ろうと思っています。 

 今、別の委員の方からもあったかもしれませんけれども、ＰＶで本当に何が起こってい

るのかということは調査されていると思いますので、この検討の過程の中で、その調査結

果を出していただいて、太陽光発電について、このままでいいのかどうかというのは再確

認したほうがいいのではないかと思います。 

 ＰＶが一番導入しやすいという性格もいろいろあって、本当に何が起こっているのか把

握することが必要だと思っております。 

 それから、廃棄のほうは、ある短期間に非常にたくさんの設備が導入されたということ

は、ある短期間に将来一気に大きなビジネスが起こるということなんだろうと思います。
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そうすると、設置のときに国内の手が足りなくて、生産量が足りなくて、海外のものを輸

入しなければいけなかったということが起こったように、同じことではないでしょうけれ

ども、かなり窮屈なことが起こる。そのときに正しく処理が行われるのか、どうするのか

というのは、かなり深刻な問題であろうと思います。 

 ということで、先ほど特別な法律をつくってはどうかというようなご意見ありましたけ

れども、本当に万全の準備をして、絶対に変なことが起こらないというところまで深掘り

をした検討が望まれると思います。 

 以上です。 

○山地委員長 

 では、辰巳委員お願いします。 

○辰巳委員 

 ありがとうございます。 

 ＦＩＴ認定の運用見直しにつきましては、まずは今回のご提案のように、太陽光で先行

しているルールをほかにも適用していくということで進めていただくことでお願いしたい

と思います。 

 その上で、少し気になるのは、例えばアセスが必要なときには、さらにプラス４年とな

っているものが結構ありまして、その場合は結局８年ということがあり得るということで

すよね、当初のところから。 

 そうすると、それってすごく長いのかなって思ったもので。今後、どういう状況になる

かわかりませんが、アセスのほうも変わってくると思いますし。プラス４年というのだけ

は気になっているという感じです。でも、最低限、太陽光に合わせるというのは今の時点

では当然かなというふうに思います。 

 それで、太陽光の運用ルールそのものも、今こういうふうに決めましたが、今回見直し

─今回というか、昨年見直して決めましたが、これもいずれまた検討し直すということ

もあるのかなと思っております。というのは、価格の決定時期の問題ですが、やっぱり日

本だけ認定日ということで、こんなに価格が変わっていく状況にあって、これでいいのか

なというのも気にはなっています。ですので、必ずしもこの太陽光のルールが基準だとは

言い切れないような気もしているということです。とりあえず現状は、それで進めてくだ

さいということですが。 

 あとは廃棄物のほうのお話ですが、個人の自分の農地に置いてあるものが有価だからと

いって放置されるというようなことが特に問題になるかと思いますが、ＦＩＴで補助を受

けて運営してきたものですもの、やっぱりもう少し強く、今の廃掃法以上の何か権限があ

ってもいいような気が私はしているんです。 

 でも、法律がないと法以上のことはできないというふうに思いますもので、私有地に放

置される廃棄物問題も含めて、明確な太陽光パネルのリサイクル法みたいなものができる

ことを私は期待しているということです。そうすれば、製造メーカーが自分の製品の化学
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物質などの内蔵状況の公表も含めて、何か形づくりをしていただけると、危険な科学物質

が染み出すのではないかと心配する人々を安心させることが出来ます。実際問題、家電や

自動車でそういうリサイクル法があって、それぞれ事業者の皆さんが一生懸命努力して取

り組んでおられますもので、そういうのも参考にして─まあ、産業の規模が違うのかも

知れませんが、社会が安心できる専用のきちんとした法律をつくっていただいて進めてい

ただけることをお願いしたいというふうに思います。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、小野委員お願いします。 

○小野委員 

 ありがとうございます。 

 本日の資料の３、４ページで、現時点で明らかになっている認定失効の状況を取りまと

めていただきました。引き続きこの認定失効の状況については注視していただいて、その

総量が判明したタイミングで、残った認定案件が全て運転開始した場合の買い取り費用や

賦課金額を試算していただき、結果を公表していただくということをお願いしたいと思い

ます。これは、ミックスで定めた国民負担額の目標と現状との距離感を示すとともに、Ｆ

ＩＴの負担者である国民に予見可能性を与えることにもなろうかと思います。 

 それから２つ目ですけれども、再エネのコストが年々安くなっているということがよく

聞かれますけれども、我が国の場合、それがなかなか需要家に還元されないというのも現

実問題であります。これは、本日の資料にもあったとおり、価格決定のタイミングなど、

諸外国に比べて過剰な保護政策といって差し支えない措置が講じられていることが１つの

要因ではないかと思いますので、本来的には、改めて、この点についての抜本的な検討を

お願いしたいと思っています。 

 ただ、当面今のルールが運用されていくなかで、本日の資料で提案のございました運転

開始期限の設定については、認定量と運転開始量の著しい乖離を避けられると考えられる

ことから、賛成いたします。 

 ただ、先ほど辰巳委員からもご発言がありましたけれども、最長で認定取得後８年とい

うことになりますと、一需要家の視点から見れば非常に長いと感じられます。従来から課

題であります環境アセスの合理化・迅速化が進められておりますので、その進捗に応じて

運転開始期限も短縮する方向で取り組みを進めていただきたいと思います。 

 最後に、廃棄物の問題ですが、ＦＩＴの導入後、毎年700万から1,000万ｋＷの太陽光発

電施設が建設されています。この意味するところは、先ほど荻本委員からもご指摘があり

ましたとおり、将来、同じだけの数量の廃棄物問題にぶつかるということであります。Ｆ

ＩＴのルール上は発電事業者が適切に廃棄処理することになっておりますけれども、きょ

う資料の中でご指摘のあったような多くの技術的・制度的検討が必要かと思いますので、

遅滞なく、しっかりと検討を進めていただきたいと思います。 
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 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 この後、風力発電協会の斎藤さん、その後に圓尾委員、あと太陽光発電協会さん、それ

から地熱さん、この順番でご発言いただきたいと思います。大体このあたりでよろしいで

しょうか。 

 では、斎藤さん、よろしくお願いします。 

○斎藤オブザーバー 

 １点だけですけれども、事業者としていろんな認定を受けたら、当然責任を果たすとい

うことは求められると思いますので。ただ、この運転開始期限、この点でございますけれ

ども、今回も焦点が当たった、例えば東北の基幹線の増強を前提とした募集プロセス。こ

れは接続契約を首尾よく締結できたとしても、接続開始まで11年から13年かかると。当然、

暫定接続というようなお話がございますけれども、仮に暫定接続を前提として、資金調達

等々に困難を生じ、なかなか資金調達ができないがために11年、13年待たなきゃいけない

と。こういうような事例が出た場合には、20年のＦＩＴの期間が17年なり、15年になって

しまって、事業経済性の成立がなかなか成り立たないというようなことも、ちょっと危惧

されますので。非常に特殊な事例だとは思うんですが、仮にそのような案件が出てきた場

合には、何らかのご配慮、こういったものをご検討いただければと、今後の議論の中でご

検討いただければと思う次第です。 

 以上です。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では圓尾委員、お願いいたします。 

○圓尾委員 

 まず、資料５で事務局からご提案いただいていることは、すごく常識的だと思いますの

で、全て賛同したいと思います。 

 その上で、何人かの方からお話がありました、「いろいろ延びるケースがある場合など

柔軟な見直しを」という点に関しては、私は柔軟に見直しすべきじゃないと思います。 

 これは辰巳委員も心配されていたのだと思いますが、最長で８年というのは、やはり相

当長い期間で、８年も前に決めた価格を国民が負担していくという意味も十分に考えなき

ゃいけないと思います。 

 ですから、さっき風力の方もおっしゃいましたが、レアケースではなくて、もし本当に

この期間を見直さなければならない状況になったとしたら、それこそ他国が行っているよ

うな設備稼働日ベースに直していくとか、根本的に見直すことを考えたほうがいいと思い

ます。ご提案の期間を単純に延ばすというのはどうかと思います。 

 以上です。 



60 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では太陽光発電協会の増川さん、お願いします。 

○増川オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 本日の太陽光パネルの廃棄問題の件でございますけれども、事務局さんの資料５の19ペ

ージにも記載させていただいておりますけれども、我々協会といたしましても、できるこ

とは何でもやろうということで、昨年12月に適正処理の情報提供に関しますガイドライン

を公表させていただいております。この辺は各メーカーにも呼びかけて、情報提供の依頼

があった場合はしっかりと情報を提供するようにというふうに呼びかけてまいりたいと思

います。 

 これが１点。 

 それからもう一点は、放置問題に関してですけれども、もう一つ重要な視点があろうか

なと思います。それは、例えば20年の買取期間が終了しても、太陽光発電所、かなりの、

ほとんどのものは稼働が可能だと思います。ですので、買取期間が終わった後、しっかり

長期間稼働してもらうような、もちろんＦＩＴではないんですけれども、例えば非化石価

値の取引市場でしっかりそこで電気は使ってもらえるとか、そういう意味で長期間稼働す

ることが結果的には適正な処理、放置問題の解決になるのではないかというふうに思いま

すので、そういった視点もぜひ入れていただければありがたいと思いました。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 ありがとうございました。 

 では、地熱協会の後藤さん、お願いします。 

○後藤オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 先ほど風力発電協会さんからありましたように、系統接続の遅延等、これは事業者の責

によらない事由による遅延については、やはり考慮をしていただきたいというのが率直な

意見でございます。 

 また、先ほどアセスを含めて、これは地熱が８年となるんですけれども、現状４年間の

アセスというのが言われておりますので、これは当然、この期間というのは建設工事等が

制限されますので、どうしてもアセスが始まってからこれぐらいかかるということではご

ざいます。 

 ただし、今現在、アセスについては短縮化についてはご努力いただいておりますので、

短縮されたときには、この時期というのを見直していただければと、それについては特に

異存はありません。 

○山地委員長 
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 どうもありがとうございました。 

 事務局から何かございませんか。 

○山崎新エネルギー課長 

 ありがとうございました。２点だけ。 

 まず１点目、長山委員から冒頭、バイオマスについて、パームヤシ殻等の海外のものと

国内のものを運転開始期限の部分で分けるべきではないかというご指摘をいただきました。 

 これにつきましては、８ページ目のまさに４年という運転開始期限の設定自体の問題な

んですが、詳細の説明を省いてしまい大変恐縮でございましたが、これの前提としまして

は、まさに国内材を中心としてバイオマス発電を行う小規模のバイオマス発電の建設期間、

まさに発注して建設して試運転するまでの期間として約３年というようなことを想定して、

そもそもつくっているものでございます。 

 一方で、輸入材等を利用する大規模なバイオマス発電は大規模でありますので、よりこ

こについての期間がかかりやすい傾向にございます。 

 ということで何を申し上げたいかというと、小規模のほうに合わせてつくっていて、大

規模のほうは、より期間がかかるかもしれないけれども、これに合わせて頑張ってくださ

いと、こういうことだというふうにご理解いただけたらと思います。 

 もう一点、髙村委員のほうから、失効に基づいてどれだけの枠があいたのかというのを

ちゃんと示すべきだということでございます。 

 これは、法改正時点からの永遠の課題でありまして、ずっと言われていることでありま

す。今回初めて─先週の調達価格等算定委員会でも同じ数字を出させていただきました

が、初めて公表した1,610万ｋＷ。この1,610万ｋＷがそもそも接続の契約の申し込みを

─もうこれは釈迦に説法ですが、申し込みをしていない限りは、その枠はあかないと。

要はタイムスタンプが押されていない限りは枠が空かないという、そもそもの前提があり

まして、結果として失効してしまうような案件は、タイムスタンプすら押されていなかっ

た案件が多い可能性が高いというのが１点でございます。 

 ２点目は、もう現在、電力会社さんにおいて、空いたところはもう解放して、意思が確

認できたら次の人に回すというのを、もう既に運用でやっていただいています。したがい

まして、空くたびに次の人に回っていくというふうに今なっているというのが現状であり

まして、その２点を申し上げたいと思います。 

 一方で、髙村委員のご指摘は、数字的にどんなものだったのかというのをちゃんと説明

する責任が経済産業省にあるのではないかということでございますので、そこについては

可能な限り重く受けとめまして、何ができるか考えていきたいと思います。 

 以上でございます。 

○山地委員長 

 事務局に今対応できるところは答えていただきましたが、大体よろしゅうございますで

しょうか。 
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 そうしますと、この２番目の議題「ＦＩＴ発電事業の適正化」ですけれども、これにつ

いても、今日の段階でほぼ合意が得られたことを少し確認していきたいと思います。 

 まず最初のほうのＦＩＴ認定の運用見直しですけれども、これは基本的に資料の説明に

もありましたけれども、トップランナーというんですか、最初にやって問題が顕在化して

対応を打った太陽光発電の場合をケースにして、それをほかの区分にも広げていこうと、

そういうことでございます。まず運転開始期限について。これは区分の中でとか環境アセ

スでプラス４年とかって少し考えるべきじゃないかというコメントもありましたが、一方

で柔軟に見直しなんてしないほうがいいというご意見もございまして、全体として、この

期限をつけるということに関して大きな異論はなかったというふうに考えられます。 

 そこで、事務局案の整理でまとまったというふうに一応考えさせていただきたいと思い

ます。ただ、微調整はあるかもしれません。 

 ただ、この期限が超過した場合の取扱い。現行の太陽光発電は買取期間を縮小するとい

う方向なんですけれども、それをどうするかは、ここにメンバーの過半数がいますけれど

も、調達価格等算定委員会で議論することでございますので、そちらで議論していただい

て、来年度からの適用に向けて事務局に準備していただくと、こういうことにしたいと思

います。 

 それから、今度はＦＩＴ認定後に出力を増加させる場合の取り扱いです。これに関して

もほとんど異論がなかった、あまりコメントは出なかったと思います。ということは事務

局案ですね、太陽光と合わせて、調達価格はその出力を増加させたときの最新の価格に変

更ということで対応していきたいというふうに思います。 

 それから、もう一つ、運用のところの３番目の設備の設置場所の権原証明。これについ

てもほとんどコメントがなかったということは、事務局案に賛同というふうに理解してよ

ろしいかと思います。 

 したがって、太陽光同様に、認定の申請時に土地の所有者などが発行する簡易な証明書

を提出してもらった上で認定を出すと、そういう運用に整える方向でまとまったと思いま

す。 

 それから、大きな２番目の議題であります太陽光パネルの廃棄に関する課題への対応で

すけれども、これはいろいろ議論いただきましたが、方向として、これは非常に重要だと、

問題意識は委員の間で共有されておりまして、やはり発電事業者による廃棄費用の積み立

てを担保という案が出ているんですけれども、それを含めて、この問題に積極的に取り組

んでほしいということですから、事務局案の積み立てを担保する施策について検討を開始

するということになろうと思います。 

 また、同時に現行ＦＩＴ制度の執行強化に取り組んでいくと。 

 また、リサイクルについては、事務局案にあったように、環境省と経済産業省が共同で

実態把握を行っていくということで進めて参りたいと思います。 

 よろしゅうございますでしょうか。 
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 今日は、おおよそ30分延びましたけれども、長く熱心な議論をしていただいて、ありが

とうございました。 

 髙村委員、ご発言をご希望ならどうぞ。 

○髙村委員 

 申し訳ございません。今の先生の取りまとめについてご異論はありませんで、先ほど山

崎課長からご説明ありましたように、状況ありがとうございました。 

 むしろ、送配電事業者さんと意思確認をされて、かなり手間をかけて対処していただい

ていらっしゃるのではないかと思いまして、場合によっては効率化のための方法というの

を国としても考えたほうがいいんじゃないかという趣旨でございました。 

 ２つ、すみません、全体の論点にかかわるところかと思いまして、まあ、要望と言った

ほうがいいかもしれませんけれども、ございます。 

 １つは、経産省の中で今いろいろな制度に対応されていると思いますけれども、例えば、

１つの例を挙げますと、電力・ガス取引監視等委員会で発電側課金の議論もされていると

思います。再生可能エネルギーのコストを下げていくというのは非常に大きな課題だと思

っておりますけれども、他方で負担が増える議論というのも、ほかの制度の対応としてや

っておりますので、制度の整合性がとれるようにご配慮いただきたいというふうに思って

おります。 

 新規認定、例えばＦＩＴ分で発電側にコストをかけるとすれば、それはやはりコスト算

定にかかわってまいりますし、既認定分に関して言うと、従来想定をしていた事業の採算

性と異なるとインパクトがＦＩＴの枠の中だけでもあると思いますので、そういう趣旨か

ら要望でございます。 

 もう一つは、これは基本政策分科会のところでも議論が出たように聞いておりますけれ

ども、この間、投資家が企業に対する評価で再エネをどれぐらい使っているかということ

をかなり見る、情報開示を求めるようになっていると思います。 

 先般、先週だと思いますが、日経さんの環境経営度調査のところでも、20年までに再エ

ネの電力使用量を２割増にするというようなアンケートの結果が出ていたと思いますが、

非化石取引市場に対して、そういう意味では、ある意味では大変期待があるというふうに

思っておりまして、投資家が見たときの企業価値を高めるような制度としていただきたい

と思っております。 

 特にお願いをしたいのは、投資家が一番見ているところ、厳しい基準というのはトラッ

キングであります。ＦＩＴの電気については、明らかに費用負担調整機関のところで後づ

けができますので、多分、１つ制度的な工夫ができれば、需要家さんのところにも使いや

すい証書になる。それは取引市場の活性化にもなるというふうに思いますので、この点ご

検討いただけないかというふうに思います。 

 以上です。 

○山地委員長 
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 事務局のほうで適宜対応していただければと思います。 

 では、今日の議論はここまでで、次回でございますけれども、本日も系統問題、委員の

皆さんから多くのご意見をいただきました。それらを踏まえつつ、引き続き系統制約に関

する論点を中心に議論したいと思っています。 

 私が聞いているところでは、特に系統の費用負担に関する部分、それから調整力につい

て、これを事務局から論点整理していただいて、次回の委員会で議論していただくという

ことになると思います。 

 次回の開催について、事務局からお願いします。 

○山崎新エネルギー課長 

 次回の開催につきましては、別途委員の皆様方の日程調整していただきまして、経済産

業省ホームページ等で公表させていただきます。よろしくお願いします。 

○山地委員長 

 30分延長させていただきまして、まことに恐縮でございますが、熱心に議論していただ

き、ありがとうございました。 

 以上で本日の委員会を終了いたします。 
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